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2 卵 3 ヰ皮 C/ECc 定例総会議決 事 

[2003 年度 CEC 定例総会報告 ] 

日時     2003 年 8 月 7 日 ( 木 )12 :45 ～ 13: 35 
場所     鹿児島大学都元キャンパス 共通教育 棟 100 番教室 
出席 : 本人出席 肪名 、 書面 83 通、 委任状 221 通 

議事 

1 . 開会宣言および 正副議長、 資格審査委員の 選出 

籠 杏理事 ( 関東学院大学 ) より、 開会宣言。 引き続き、 理事会推薦による 次の委員候補者が 提案 
された。 議長には若林理事 ( 京都大学 ) 、 副議長には吉田理事 ( 大阪教育大学 ) 、 資格審査委員には 
鳥居理事 ( 福山女学園大学 ) と森夏 節理事 ( 酪農学園大学 ) 。 他の立候補者がないことを 確認し、 拍 
手にて選出を 確認した。 

2. 総会運営に関する 確認および議事運営、 採決万法の提案と 確認 

若林議長 2 0 、 総会運営に関して 会則および運営規約からの 確認が行われた。 弓 l き 続き、 本総会 
の 運営方法および 採決方法について 次のとおり提案され、 確認をした。 
「提案は 1 号 議案から 5 号議案まで一括提案、 質疑は書面にて 13 時 225 分まで議長席にて 受付、             
案提案後、 各専門委員会と 各研究部会から 活動報告を受ける。 報告終了後に 質疑の回答を 行い、             
択をおこなう」 

3. 総会成立の確認． 

鳥居資格審査員から 紐 会の成立要件を 満たし、 2003 年度 CIEC 定例総会が成立していることが 報告 
された。 

4. 議案 1 から議案 5 までの一括提案 

矢部副会長 20 議案 1 「 2002 年度事業報告と 2003 年度事業計画承認の 件」、 議案 2 「 2002 年度決 
算 報告承認の件」、 議案 3 「 2002 年度収支差額処分承認の 件」、 議案 4 「 22003 年度 CIEC 予算承認の 
件」、 議案 5 「 CIEC 会則一部改定承認」の 一括提案がされた。 引き続き、 書面議決着と 一緒に届いた 
会員からの意見 (8 通 ) が紹介され、 回答についての 報告がされた。 
妹尾監事 よ り議案 2 の一部「監査報告承認の 件」の監査報告がなされた。 

5. 専門委員会からの 活動報告と今後の 計画 
小野カンファレンス 委員会委員長より 研究会活動を 中心としたカンファレンス 委員会の活動が、 
板倉ネットワーク 委員会委員長より CTEC タイビンバクラプの 会新学期の取り 組み報告とメーリンバ 
リストの整備などネットワーク 委員会の活動が 紹介、 報告された。 

6. 各研究部会からの 活動紹介と参加呼びかけ 
2002 年度に新設された 2 つの研究部会、 インタラクティプ 教育研究部会については 佐伯会長から   
生協職員部会について 森 直之世話人から 活動紹介と参加呼びかけについて 報告がされた。 
引き続き、 議実事資料に 基づき、 外国語教育研究部会の 上付代表世話人、 小中高部会の 武沢部会 
長より報告と 今後の計画が 報告された。 

7. 質疑、 回答および採択 

鳥居資格審査委員より、 出席状況、 成立状況が報告され、 拍手で確認した。 
若林議長より、 書面による質疑がなりことが 報告され、 採択手順 ( 議案ごとに個別かつ 連続的に 
採択 ) 説明後、 直ちに採択に 移った。 結果は、 議案 1 から議案 5 まで圧倒的多数で 採択された。 ( な 
お 、 出席賛成者数および 委任状に 茜 前議決書の数が 加算された ) 

8. 閉会 
若林議長より、 議事終了が告げられ、 正副議長の解任と CIEC 定例総会の閉会が 宣言された。 

以上 
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2003 年度 CIEC  定剋 総会議決 事 

[ 資料 1:2003 年度 CEC 定例総会議案 ] 

議案「 2002 年度事業報告と 2003 年度事業計画 

各委員会・部会等の 昨年度活動報告と 本年度活動計画については、 添 Ⅱの資料をこ : 覧 下さい。 本項 では、 

その中で特筆すべきもの、 および理事会直属の 韓 頃 に ついてまとめて 述べます。 

1, 2002 年度事業報告 
昨年の定例経会において 承認ほれた 2 ㎝ 2 年度事業計画で ，重点的な課題としてあ げたのは、 一昨年 
度から 9l き 続き、 (1) 日常活動の更なる 充実、 げ ) 中期課題の解決への 具体的行動の 2 点てした。 
特に中期課題ては   

1) 戦略的に重視して 取り組むべき 課題 
2) 学術粗織としての 基本的活動 
3) 粗織基盤の強 イヒ に関する課題 
の細目ごとに 担当委員会等や 理事会・運営委員会を 中上、 に取り組むことになっておりました。 
その中で具体的な 活動と成果を 以下に示します。 

は ) 学術的活動と 団体会員・企業との う 財持 つ舌動 そより 強ィヒ すべく、 国際活動委員会およ ひ ソフトウエア 
委員会について、 以下を実施しました。 
・運営委員会内に「国際交流具体化のためのプロジェクト」を 置き、 海外研究団体および、 こうした 
研究団体を基盤におく 研究者 ( チーム ) との交流のネットワークつくりを 進めることにしました。 
具体的には、 「プロジェクト」の 最初の事業として、 2 ㏄ 3 年度事業計画に 述べる特別講演企画を 実 
施することになりました。 
  ソフトウエアについては 本会の委員会を 廃し理事会・ 運営委員会を 中心に全国大学生協連との 協 

同で「電子教材専門委員会」に 取り組んています。 

(2) 会 詩編集委員会では、 これまての編集体制・ 紙面構成を維持するとともに、 より会員に密済した 会 
誌てあ るために、 読者向けメーリンクリストが 設けられました。 金諾 12 号 (2002 年 5 月 ) 、 m3 号 
(2002 年 11 年 ) がま発行されました。 また、 編集体制において 査読 何 % 計 j の確立に向けて 査 読の基準の 
カイトラインを 作成し 査 読者による個人差がないように 配慮して、 査 読を広く会員に 依頼 ( 当面 
理事に限定 ) てきるようになりました。 

(3) 早稲田大学において 2 ㎝ 押 C ヵ ンファレンスを 全体テーマ「博文育の 情報 f ロ 以降の ト 情報教育 ] 
一清 報 教育の日常化 一 」の下、 全国大学生協連との 協同で開催し、 参加者約 1000 名、 レポート件数 
は過去最高の 162 本を得て成功を 収めました。 さらに，九州、 北海道の地域㎎カンファレンスの 支 
援を通じて、 CIEC 活動の広域化、 多様化、 会員の拡大を 計りました。 
本 会の日常活動の 中核であ る研究会活動は． 2002 年からカンファレンス 委員会が企画する   研究会 
だけでなく、 各研究部会の 企画に よ る研究会も、 基本的に「 CI ㎎研究会」として 位置づけ、 より円 
滑で効率的な 運営が可能になりました。 また、 会員拡大を積極的に 進めるため、 地方開催の拡大、 
非会員の研究会参加費有料化など ヵ ㍉ 千 われました 0 

(4) 会員および社会との 交流に不可欠なネットワークサービスの 活性化・効率化を 図るためネットワー 
ク 委員会を中心に、 学会活動におけるネットワーク 利用の更なる 拡大・充実を 積極的に進めてまい 
りました。 委員会の作業担当グループによって、 ホーム ペ一、 ンの 全面改訂の準備がほほ 完了し 2003 
年夏には本格稼動がす 可能となります。 また、 会員との交流をさらに 強めるためのメーリングリスト 
0 冊 悌 『・整備についても、 ネ ・ソトワーク 委員会で「 乱 設定指針」等を 定め、 同作業担当クループと 
CJ ㏄事務局 て 必要な変更等はほぼ 完了しています。 

(5) 音 ト会活動 鸞 ; はプロ、 ジェクト事業との 連携も利用して、 さらに 7 面 挫イヒし 地域や対象が 拡大してきまし 
た 0 特筆すべき事は 、 2 ㏄ 2 年度中に 2 つの新たな部会 ( 「生協職員部会」 「インターラクティフ 珪化 

育研究会」 ) が発足したことです。 
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勿 ㏄年度 乙把む 足ク 絡 会議決 婁 

(6) ょり強固な組織基盤・ 財政基盤の確立への 方策の中で、 会員の拡充は 個人会員についてば 一定の成 
果を上げっ つあ :) ますが ( 会員動向資料参照 ) 、 団体会員の拡大、 組織・制度の 見直し・整備と 革 
新については 充分な成果を 上げずにおります。 

2. 2003 年度事業計画 
2003 年度も昨年度に 引き続きこれまでの 活動を充実させるともに、 中期課 @ で指摘された 項目の未 
解決部分の具体的な 解決を図ってまいけます。 
中期課題については、 すでにほとんどの 項目について 解 り Ⅰ 、 の 端緒 力 平語かれ、 あ るいは成果が 出始 
めております。 従ってそのほとんどは、 昨年度の活動の 継続と充実によって 前進することになります 
が、 「 よ り強固な組織基盤・ 財政基盤の確立」に 向けた取組については、 充分な成果を 上げるべく、 
理事会・運営委員会を 中上、 に体制の再編や 強化なども含めて 着実に進めてま い ります， 具 4% りには、 

0 下記の計画に 20 本会の活動の 継続的な発展を 計 @) ます。 また、 20 強固な組織基盤，財政基盤 
の 確立のため、 個人・団体会員の 拡充については、 本会の魅力の 増大を言上り 外に知らせるとともに、 

現会員 ( 個人・団体 ) へのお知らせを 強化し交流を 深めて、 会員の蔀 紺寺と 拡大に取り組んでまいりま 
す     

また、 地域活動・部会活動・プロジェクト 事業の促進のため、 諸規程を整備してより 効率的で透明な 
粗織運営を目指します。 その他、 正接な方策を 理事会・運営委員会を 中心に検討・ 実施してまいりま 
す 。 

(1) 鹿児島大学での 2 ㏄ 3 ㎎ ヵ ンファレンスを 全体テーマト 珪化する情報機器 / 進歩する人」の 下、 ； 
ンファレンス 委員会を中心に、 全国大学生協連との 協同で成功を 日指します。 今回は初めて、 地域 

ヵ ンファレンスも 兼ねると新たな 取組になっています。 また、 本会の日常活動の 中核であ る研究会 
活動は、 これまで同様カンファレンス 委員会として、 多くの参加者の 興味と要求をできるだ @ 汲み 
上げ、 幅 G い テーマにも 配 厳した内容となる よ う努力するとともに、 メーリングリスト 等を活用し 

て 会員からの要望に 基づく研究会企画の 実施を目指します。 さらに今後の ClEC 活動を位置づけるう 
えで極めて重要な 取り組みであ る地域カンファレンスについては．これまで 開催されてきた・ 地域の 
支援を行 う とともに、 他の地域での 町肯 M. 生についても 追求します。 その中で、 ネットワーク 利用な 
ど 20 広い参加を得られるカンファレンス・ 研究会の実施方法について 検討してまいります。 

佗 ) 会詰 は、 これまでの編集体制・ 紙面構成を維持し 年 2 回発行 (5 月、 11 月 ) します。 年々投稿数 
も増え安定発行されております。 Ⅱ本学術振興会の 学術定期刊行物補助の 申請も見据え、 欧文比率 
を高めることの 可能性をす 剣訂 します。 学術的質の維持と 会員に密済した 会誌であ るために、 会誌編 
集委員会の下、 メーリングリストで 頻繁に意見交換をしながら、 多様な誌面構成を 追求してまいり 
ます。 また、 印刷出版 体 おりを刷新しいっそう 効率的で充実した 会誌の発行を 目指します。 

(3) 会員活動の充実、 社会との交流に 不可欠な ネ、 ッ トワークサービスの 清世 イヒ ・効率化をさらに 進める 
ため、 ネットワーク 委員会を中心に、 リニューアルしたホームページの 一 構の充実に努めます。 新 
ホームページ 開設後、 会員からご意見・アドバイスを い ただき、 さらなる改善，充実に 努めます。 

また、 会員交流の中心であ るメーリングリストの 安定した 糸紺 手管理体制の 確立に努めます。 加えて 
新しい活動として、 よ り広範な交流のためのメールマガジンの 創設、 遠隔地でも研究会などの 情報 

が取得可能なストリーミンバ 配信について、 実施の検討を 始めます。 

(4) 学術団体としての 基盤強化の一つであ る国際交流活動の 活性Ⅰ ヒは ついては、 昨年度設置した「国際 
交流具体化のためのプロジェクト」を 甘篭雙 してまいります。 昨年度企画し、 本年度実施される 最初 
の事業として、 2 ㎝ 3 年比カンファレンスで「国際交流企画海覚からのゲストスピーカーを 招いて 

の講演」を実施します。 さらに，このような「国際交流企画」をより 多くの研究団体との 交流を追 
永 しながら、 引き続き発展させるとともに、 文科省の科研 費 申請に適合させるための 内容や、 事前 
の計画を立案することも「プロジェクト」を 中心に検討してまいります。 

以上 
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2003 在庫 C 佑 C 定例 辮 会議決 婁 

議案 2. 2002 年度決算報告 
  収 支 計 算 書   

白 ㏄ 02 年 4 月 l 日 至 2 ㎝ 3 年 3 月 3l 日 ( 単位・ 円 ) 

科 目 備考   A   2002Sf.&})tW.fS_  2002@ff-F@a B  1 ㏄ 年 接子羊 A 一日 妓軒                         ㏄ 一 年苗よ耳崖ま l   @  A 一 c 
@  牧人の部     

l 会費収入 
個人会員会 醍   

団体会員会 一 寅       
2  その他収入 5,502.92l 5.29l,6 叫 2 Ⅱ， 227 2,677,025. 2,825.896 
1)  前年度繰越金   3.771,694  3.77l.6%  l     害 嫡出版   767.407@ -54M64 
Cl 三 C  war0 937,650   800,000@ 137.6501@ 1.095.990 -158.3401 

め その他 - 一   567,634   
協賛 金 収入 0 
広告掲載料一   524.370   
受取 - 一 利息   3,964   
雑収入 39.300 ] ㏄， 000 -60 ， 700 

収入合計   

      支出の部 
  24.303,921@ 24.591.694J@ -287.773 23.568.955" 121.443 7 一 83 24 . ll9 46 3- 。 １１ l     

l 事業費 14,812,685@ 18 4 7 % 0 0 0 ・ １ 3 6 5 7 ,3_L51 15.425.093J -612.408 
l) 会議費用   。 " 」 
l)-1 % 会 454,998 54.998 416,91) 38.0871 
l)-2  理事会 838,030 1.300,000i 400,000 -46l.970 一一 l.335.9l0     Ⅱ 97.880l "" 一 

950,845  668,0991 
運営委員会     l)-3 運営委員会 他 金鉱 費 計   l.07 1.618,944 Ⅰ 1895 1.300.000   318.944     
ネットワークオⅡ 用 委員会 335.788       
カンファレンス @" 委員会   2 ⅠⅠ - 126 一 Ⅰ     791.705 146.440' 12.700   323.088 64,821         
国躁 活動委員会     0- 0 

l) Ⅱ 会 蓋棺 集 委員会 557.325   750   000 Ⅰ -192.675- 7l4.796 -@57.47 Ⅰ 1 
2)  会誌 発行 賈 
3)  ニュースレタ 一発行 費   
4)  広報 費 293,811 
リーフレソト   発行 費 293.8 一 ⅠⅠ     

    その他広報 -  俺用   0     
5)  研究会費用 - 一 "" 
地域研究会ノル 万 レンス 賈 200,000   1.206,575@ 1.400.000_@ -193.4251 １「 0 3 9 l 3 9 2l 82 54   -199,124 193,2901 
研究会費用   614.161@ 392.414 

6) 調査 費 0 300.000@   J-300.000       "" 一       
国漢活動費 0 300.0001 -300,000 " 一 - 一 0   
ソフトウェア 鯛査費 0     一 0 0   0   

7)  事案活動費     423.766  1.700.0001  -1.276,234 585,822@ -162,0561 
交通費 350.166 
会議 費   73.600 一一   
事業委託 貰   ｜       

8)  プロジェクト 車粟費 2,777.954@ 2.770.000     
9)  教育出版 497,323 2 ㎝ 田 00   297.323 858.640 ， -361,3171   
書芸出版 23.588 

CIEC@ ware 3731735   
5,847,710@ 6.070,000@     -222.290@ 4.372.168@ 1.475.542I 

  管理費 ""@  キットワーク 述 嘗糞     
593.540   

  事務局含識 黄 一 30.290   30,290         
事務局交通 宜   5,270   
事務局通信 實 447.013 
  

事務局 謂査 研究費 7.570 30.000  -22.430 8.500;      一 
事務局人件 寅 3,000 ・ 000  3. ㎝ 0 ， ㏄ 0 0  2.0 ㎝， 000    l.0 ㎝・ 0 ㏄   
事務用品 費 622.9 Ⅰ 6 700.000        -77.0 目 
  

747,137@   -124,221     
備品購入費   Ⅰ ， 0401770 

雑費 99,371     
3  予備費 一一   ll0 ・ 000 一 

支出合計         

  

  一     
当期収支差額 3.5331526   0'    3.533.5261  3.771.694'  -238.168 

注 )  2003 年 3 月 3l 日現在の現金預金残高は 以下のとおりです   

現 金 976.748  手許小口支払用現金 
蕾通 預合 ( り そな ) 2.535.008  り そな銀行新都心営業部 
音通預金 ( 労金 ) l38.l2@  中央労働金庫西新宿支店 

定期預金 ( 労金 ) l2.000.000  中央労働金庫西新宿支店 

郵便振替貯金 3.773.580  中野郵便局 
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勿笏 年度 C 肚む 定刻 襯 金諾漢オ 

2002 年度 CI 三 C 財政報告 ( 襄 

Ⅱ兄人 は ついて ] 

(1) 合壁 糾 丈人 
・ 3 月末現在の会員数は、 個人会員 乃 0 名、 団体会員 97 会員。 
( 個人会員 入会 119 人 ノ 退会 12 人、 団体会員 入会 6 口 6 社、 退会 1 口 1 社 ) 
  個人会員、 団体会員獲得ともに 健闘したが、 わずかに予算計画を 下回った。 

  個人会費の滞納者は、 ㏄ 人 521,0 ㏄ 円 、 団体会費の未納は、 1 社 150 ・ 0 ㏄ 円 (5 口 ) 。 

(2) その 血靭 兄人 
  教育出版については、 会誌抜き刷り 収入、 タイピンバクラプ 収入ともに予算計 両を - ヒ 回った 0 

  その他 耳 丈人では、 広告 掲隷が 増加したものの、 ニューズレタ 一等販売収入が 下がり、 予算とおり。 

[ 支出について ] 
Ⅰ．事業費 
(1) 会議 費 

・理事会費用は 、 2 ㏄ 2 年度は東京開催であ ったため下がった。 次年度は一昨年同様に 予算化する。 

  運営委員会および 各種委員会報 川は 六帖 に 増加した。 予算上は、 国際活動活発化のための 費用を上乗せし 

て組んだが、 実質的には、 運営委員会Ⅲ 催 % の増 ( 前年は他の会議との 関係で交通化㈹、 冊 ・ ル リニュ 

ーアル化の打ち 合わせ費用、 ヵ ンファレンス 委員会による 地域 PCC 連携支援等の 支出が増加した。 なお、 
3 月末の ヵ ンファレンス 委員会費用は 研究会地域開催と 混在化しているため、 研究会費用として 計上した。 
  会 詩編集委員会は、 会議出席者との 側係 で下がったもので、 次年度は二昨年同様に 予算化する。 
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(3) ニューズレタ 一発行貸 
  本年度より研究会報告の 講演内容 掲 斌を取りやめたたこと ( 研究会テープ 起 こしの中 t 目 、 誌面を一新させ 
たこと、 郵送方法の変更により、 ぺージ数の大幅減となり、 W 口 mJ コストカ 消 Ⅱ減した。 
  3 月末発行の NWsle(ter の 発 4 〒 7% 蟻れ 、 A 円発行になるため、 1 回分の費用 力 樹上されていない。 次年 皮 
予算にⅠ 回 ク モ を金言 十に 計上する。 

(4) 広報責 
・役員改選に ょ り、 に 1 ㏄のご案内」を 全面リニューアルした。 そのための印刷費用の 増力山 

(5) 研究会費用 
・地域研究会 穏 Ⅲは、 地域カンファレンス 直接援助費用としカンファレンス 委員 禽 Ⅰ 尺遣 費用はカンファレ 
ンス委員会に 計上した 0 ( 予算計画辿り ) 

・研究会費用には、 次のものを特別に 訓 ・ - ヒしている 0 3 月開催の第田圃研究会を 外国語教育研究部会との 共 

同 で、 ぴね こくさ つ キャンバスで 行い   さらに次年度 言ト 画策定との関係からカンファレンス 委員会を京 あ lS 
で行った。 

(6) 諮費 
  国際活動費用を 計画したが、 未 執行となった。 ( 具体化までは 進み、 次年度は執行 ) 

㈲事業活動費 

  事務打ち合わせの 出席者減じよる 交通挫滅 と 、 他団体交流のための 派遣等の減に よ るもの。 

  事業活 軌費 における事業委託費が 未 執 7 千 耳 ) ミ 態で、 次年度にそのまま 繰り越すこととした。 
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刀欠 卒度 C 旧 り 定例 雙 金華決さ 

(8) プロジェクトリ 窃ピせ 
・予算計画遮り ( 若干のオーバーは 予算作成段階での 討佛 ・ミナ 上 ミスによるもの ) 

(9) 教育出版 
・㎝㏄ 梱 「 p で、 タイピンバクラプ 新 OSf 食言 正 のための機材購入を 行ったため、 大幅増となった。 

2, 管理費 
(1) ネットワーク 避営 ， サゃ 
・ホームページリニューアル 資用 と今 ヰ E 度からホームページ 管理費 ( 同 2 万円 / 今期半年分 ) を計上した。 
  Web 決済システム 構築費用 ( 内部作 判 20 万円を計上したが、 未 執行。 次年度に覚部委き E 費用として再計 
上する。 

佗 ) 事務局会議 資ノ 交通費 / 通信費 / 人件費 
・事務局員の 退職、 交代で、 費用発生。 ( 今年度は定着率が 悪かった ) 

(3) 事務用品致 
・コピ一代の 減少 CI ㏄事務局の I ㏄ H4001 取得準備と執行により、 目現 吐物の見直し 等を図った 0 

く 4) 備品購入費 
・前年末執行分の 備品購入費は 計画通り。 
・当初 司 ・ 画 以外では、 プリンタ一の 故障によ @) 、 ゼロックスコピ 一機のプリンター 化化 m が発生した。 

(5) 雑費 / 予備 廿 
げ @CC] じ海 通論文集搬入費用 ( 赤字分の一部補填のため ) と会長交代記念品 代 が発生，。 

[ 当期収支差 客可 
・計画 未 執行 分 の 化用 ( 約 150 万円 ) を含めて、 3,533.526 円。 

[ 次年度以降の 課 卸 
(1) 繰越金を除く 実質収入は 21. ㏄ 0 ， ㏄ 0 円で推移している。 管理費 は ついては、 特別手節としての 備品購入や 
プロバラム開発を 除けば安定してきており、 この水準を """" 。 

(2) 研究部会の活動を 保証する目的で、 今年度初めて 研究会費の計上および @ 予備費での対応 が Ⅰ択られた 0 次年度 

以降もこうした 形での研究部会の 助成を行っていくべきかどうか 検証して い くことが重要となる。 

以上 
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私達は、 C I EC ( コンピュータ 利用教育協議会 ) 会則 1 3 条にもとづ 

き、 本会の第 7 年度 ( 白 2 0 0 2 年 4 月 1 日至 2 0 0 3 年 3 月 3 1 日 ) 収支 
  

計算書を監査しました。 

この監査にあ たっては、 会計帳 簿及び証票書類について、 通常実施すべき 

監査手続きを 実施しました。 

監査の結果、 収支計算書は、 正確であ ることを認めます。 

以上 

- 8   
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200 フ年度例 lE,E む 定例幣金森次妻 

議案 3:2002 年度収支差額処分 案 承認の件 

繰越金処分 ( 案 ) 

200 ・ 2 年度収支差額 3,533.526 円は、 次年度へ繰り 越します。 

上記のとおり 提案 い たします。 

2003 年 8 月 7 日 

cIEc ( コンピュータ 利用教育協議会 ) 

会長 佳イ 自 絆 
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CEEC 刀 ㏄年度尼 吻 % 総会議決 婁 

議案 4  : 2003 年度予算 ( 案 ) 

科 目 

書籍出版 
C@ ヒ Cware 

3)  その他 
協賛 金 収入 
広告掲載料 
受取 利息 
雑収入 
収入合計 

n 支出の部 
Ⅰ 事業費 
1)  会議費用   

総会 

  理事会 
運営委員ヱ波 ロ ロム ひ " 各種委員万 "  ロム   

  運営委員会 

・ネットワーク 委員会 
・カンファレンス 委員会 
・国際活動委員会 
・会議編集委員会 

2) 会誌 一 発 ィラ " 貴 
3)  ニューズレタ 一発行 費 
4) 広報 費 
5) 研究会費用   
地域 PCC 援助金   
地域 PCC 派遣・支援費用 

研究会費用       
6)  言周ヱ至稽嚢 
国際活動費 
ソフトウェア 開発調査費 

7)  事業活動費 
交通費 - ( 事務局打合せ ) 
会議 費 ( 渉外関係 )   事業委託費 

8)  プロ、 ジェクト事業費 "" 
9) 教育出版 
書籍出版 
ClECwa Ⅰ e 

2  管理費   
ネ、 ッ トワーク運営費   
事務局会議貴一一一 

事務局交通費 
  事務局通信費 

事務局調査研究費 
事務局人件費 

事務用品 費     
雑費 

3  予備費 

支出合計 

  

  

  

  

  

ll Ⅰ 

案
 
算
 

産
子
 
一
一
 

年
 

3
 0
 一
 

Ⅰ 9,000 ， 000   
3,000 ， 000 

161000 "    ，   000 

51700 ， 000   
3r533,526 
Ⅰ， 600 ， 000 
200,000 

Ⅰ 1400 ， 000   
566,474 
0 

510,000 
10,000 
46,474 
24.700.000 

Ⅰ 7rg50 ， 000 

4.000 ． 000 

450,000   
Ⅰ． 3001000 
212501000   
Ⅰ・Ⅰ 00,000 

Ⅰ 50 ， 000 

150,000 
Ⅰ 001000 
750,000 
  5,800,000 一 
500,000   
500,000   
2, Ⅰ 50 ， 000 

200,000 
200,000   
600,000   
600,000 
0 

1.600 ， 000 

500,000 
100,000 

Ⅰ， 000 ・ 000 

2,5001000   
300,000 
Ⅰ 00T000 
200.000 
6.350.000 一 ""   
Ⅰ・ 200.000 
20.000 
10,000 
500.000 
20,000   
3 『 000f000 

700,000   
800,000 
100,000 
400,000 

24,700,000 

  

  

  

  

  
1
 

  

  02     年度決算額 02 年度比 0@ 年度決算額       0l 年度比 債考   

  A/B*100   A/c 門 ㏄ 

Ⅰ 8180 Ⅰ． 000  l.06%  20 ， 891.930  -9.06% 

2.781,000  7.87%  2   501.930  " 一 "   Ⅰ 9.9 化 
16,020 ． 000  一 0.1%  ]8,390 ， 000  一 ]3,00% 一一 

5,502,921@ 3.58%@ 2,677,025@ 112.92%       
  3.77 Ⅰ ， ． 694  一 6.3% 243,960 1348.40% 

Ⅰ， 163,593  37.5 一一 Ⅰ %   l.863,397  -l4.14%1 
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1,006,575@ 73.86% 6 Ⅰ 4,16 Ⅰ 184.94%     O O   
0 O 

0   0 

423,766@ 277.57%@     585,822@ 173.12% 

350,166  42.79% 391,477  一 27.7% 
73.600            l94,345  一 48.55% 

0 0 
2,777,954@   -10.01%@ 2,227,018@ 12.26% 
497,323@ -39.68% 858,640 -65.06%   

  123.588  一 l9.09% 727.500@ -86.25% 
  373,735  -46.49% Ⅰ 3l, Ⅰ 40  52.5%     
5.847,7]0  8.5%  4,372,]68  45.24%   
593,540@ 102.18% 616,325 94.70% 
30.290  一 33.9% 0 

6,240  60 ． 26% 5,270  89.75%      

447.0   Ⅰ   3  ll.85% 506.165  一 l.22%   
  7,570  l64.20% 8.500  ]35.29%" 

3.00OT000  622,9 Ⅰ 6  l2  0.00%  、 37% 2.000.000- ，， 747  一 l.37 T 一     ヰ ．       31             
1.040.770  一 23.] 磁 409,080 95.56%   
99.371  0.6% 79.691@ 25.48% 
  110,000@ 263.64% O   
20.770,3951@ 18.92%|@ 19.797.2611@ 24.76%   

  

1 当期収支差額 0
 

    
3.533,5261   3,771,6941   
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切的年度 C 石ビ定撤辮 会議決書 

2003 年度予算計 団案 ) 

[ 収入について ] 
(1) 会費収入 
・個人会員は 100 名程度の新規加入を 予算化する。 目標 850 一 900 名。 
・団体会員は 現状維持をめざす。 自然退会 力汀 ， 恕 さ ヌェ るため、 年間 10 社程度の新規入会 力泌 、 要ゥ 
( ワ ) その他収入 
  タ イ ビンバクラブの 新学期購入増を 予算化する。 ( 計画確認済み ) 

[ 支出について ] 
1. 事業費 
(1) 会議貴 
・各専門委員会の 活動が、 専門委員会の 細則整備と連動してきめ 細かく行われてきていることから、 
実績を配慮した 予算計上とした。 なお、 今年度は国際交流企画も 実施されるため、 その費用も考 
慮する。 各専門委員会の 予算を新たに 設けた。 
・理事会、 会誌編集委員会は、 実績にかかわらず、 会議交通費を 昨年予算計画と 同様とした。 
(2) ニューズレタ 一発行 費 
・今年度発行分から、 Web 配信を実施する。 発行部数と発送費の 削減をめざす。 
・前年度 3 月発行分費用を 含めて、 0] 年度実績の半減をめざす。 

く 3) 広報 費 
・国際活動等の 強化に向け、 英語版案内を 作成。 そのための翻訳料を 計上。 

・英語版案内は、 膝 b ぺ ー ジに 流 m する。 

(4) 研究会費用 
・地域㏄ C 援助金とは別に、 これまで ヵ ンファレンス 委員会に計上していた 地域 ヵ ンファレンス 支 

援のための派遣費用等を 新たに設けた。 
・今年度から、 各研究部会が 開催する研究会費用を 計上する。 ( 各研究部会の 開催費用は 、 基本とし 
て巧 万円を上限として、 都度 ヵ ンファレンス 委員会で確認をする ) 
・研究会の地方開催に 26 交通費、 会議室費用等を 計上する。 
(5) 調査費 

・ 2003 ㏄ ヵ ンファレンス 国際交流企画費用を 計上する。 次年度以降については、 海外講演者の 招 稿 

費用は科研費などを 積極的に活用し 国際活動費は CIEC 会員が立直接的に 必要とする費用を 言 l, 上 
できる よう 検討を進める。 

(6) 事業活動費 
・事務打ち合わせ 費用は、 実績にかかわらず、 昨年予算計画で 計上する。 
・事業委託費は、 すでに発生 ( 未請求 ) 分もあ るため、 繰越額を全額計上する。 
肝 ) プロジェクト 事業 貿 

・プロジェクト 事業執行計画通りに 計上する。 

(8) 教育出版 
・ ClEC 脾 re は、 タイビンバクラブのメンテナンス 費用を計上する。 

2. 管理費 
(1) ネットワーク 運営費 

・ @  メンテナンス 費用に加えて、 明一 % 児女 修 費用 ( 事務局問い合わせのフォーム 化 ) および Web 
決済システム 接続のための 改修費用 (60 万円以内 ) を計上する。 
(2) 備品購入費 
・㏄ 曲 ㎝作成 機 およびプロジェクタ 購入費を計上する。 

3. 予備 寅 
(1) を研究 吝 lj 含油勇雄剣 玲 
  プロジェクト 事業活動を行わない 研究部会に対し、 込型・ 2 応じて申請に 基づき、 援助金を投 臼 合す 

る :. そのための予算を 計上する。 
  支給総額の上限は、 運営委員会・ 理事会で確認し 都度の申請は 事務局にて確認を 行 う 。 
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議案 5 C[ 巨 C 会則の一部変更の 件 

[ 提案内容 ] 

l. CI ㏄会則に、 表彰規定を設ける。 

2. 「第 2 章会員」 に第 10 条を迅 加し 、 以降 1 条ずつ繰り下がる。 

3. 条文は、 以下のとおり 0 

第 2 章 会員 

第 10 条コンピュータ 利用教育の発展・ 普及に大きく 寄与、 あ るいは本会の 活動において 

大きな貢献をした 個人会員または 団体会員に対し 表彰をすることができる。 表彰規 
程は別に定める。 

12



200 タ年度 ClE む 定例総会茗渓 事 

[ 資料 2 症例総会付属資料 ] 

「・各専門委員会 2002 年度事業活動報告と 2003 年度事業活動計画 ( 襄 

[ カンファレンス 委員会 ] 

1. 2 ㎝ 2 年度事業報告 

㏄ )200 坪 C カンファレンス 
1) 2 ㏄ 2 円 C の特徴と成果 ( 全体会とシンポジウムを 中心として ) 

・ 田 C カンファレンス」の 名称を冠して 10 回目を迎えた 記念すべき開催。 

テーマⅡ教育の 情報 7 日以降の Fl% 報 教育 ] 一 情報教育の日常化日 
  参加者 肋 什一 タル で 1 ㏄ 0 名近くに達しレポート 件数も過去最高の 162 本に。 ( 口頭発表 

1 曲木、 ポスターセッ 、 ンコ ン 18 本 ) この種の大会 ( 教育系の大会 ) としては、 社会的にむ注目 

される現下 軋 

  CI ㏄小中高部会の 活動が定着化し 小中高教員の 参加力斗 勒口 している。 

  小中高、 大学を含めた「教育 問鋤に 関山，を深め、 現在の・ 学佼 教育を巡る諸問題に 焦点をあ 

てつつ、 情報教育のあ り方、 木質の議言わ 科舌 発化した。 

  、 ン ンポジウ ヱ 、 族生と変動の 町馴・ t を迎えた学校 と 教育」は、 まさに学びのあ り方、 学びの共 

同体づくりをインターネットの 中から実現する 方向性が示唆され、 今日の学校教育制度やそ 

の 教育を問い直す 問題提起の場となった。 参加者は、 ゲストスピーカ : 金子郁容 氏 ( 慶応大学 

孝娃受 ・慶応幼稚令長 ) Ⅱ 窒伯件氏 ( 青山学院大学 勃こ受 ・ CIEC 会長 ) 、 パネリスト : 渡瀬恵一氏 ( 玉 

川学園小学校 投信 妾 命 ) 、 橘孝 博氏 ( 早稲田大学高等学移鞍 妬舖 、 司会 : 生田茂氏 ( 東京都立大学大 

学院二七群肝先手 牡睡 ・同附属高等学校長 ) であ った。 

2) 今後の課題 

・シンポジウムのテーマがやや 抽象的で、 議論を焦点化することが 大変で、 絞り込み；，必要。 

  ゲストスピーカ や パネリストとの 事前の摺 り合わせが発言予稿的なものしかなく、 当日の議 

論 のかみ合わせ 切灘 しい。 事前 @. こ 予備的な議論ができる 機 全 きつくる必要性あ り。 

(2) 地域カンファレンスへの 男君 舌動 

2002 年も九州と コむ 海道で 湖蕨 レベルの PC カンファレンスが 実施された。 

1) 地域カンファレンスの 現状 

九州 200%C カンファレンスは 佐賀大学を会場に、 約 200 名の参加者を 得て 、 「ステップアッ 

プ する教育の情報化ーはじまった ，情報教育 一 」をテーマに 4 セクションに 笏の分科会発表 

があ り、 TT フェア、 メーカプレゼンを 交えて活発に 議論されている。 

ゴび 海道 2002 ㎎カンファレンスは 、 Ⅱ む輔萱 大学を会場にして．約 100 名を越える 参カ n 者と 6 

つの分科会セクションに 38 の発表をメインにして、 「教育・研究・ 社会活動への コ ンピュー タ 

利用のあ り方と 可育 離日をテーマに 開催された。 ここでも lT フェア、 IT プレゼン ヵ 平手われ、 

地元企業も交えて 熱しな交歓があ った。 

これらの地域カンファレンスに 共通していることは 
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  地域に根ざした 企画や取り組み 力斗 費極 的に取り入れられ、 m ぬ減と大字、 地元小中高との 繋が 

り力深められていること。 

  学生発表 む 積極的に行われ、 卒論発表などとは 違った学生の 勉学活動の発表の 場を倉 り 0) 出し 

ている。 

・地域企業の 参加を積極的同ぜ 隼 して、 大学、 地域との接続を 強めている。 

2) 地域 ヵ ンファレンスの 位置づけと支援を 強化する課題 

地域 ヵ ンファレンスは、 今後の CIEC 活動の広域化、 多様化、 会員の拡大等において 重点化 

すべき課題であ り、 ヵ ンファレンス 委員会としてもその 支援をこれまで 以上に積極的に 図るこ 

とが重要であ る。 ことに、 大学力斗 似或 との連携を積極 B 勺に進めていることに 対してもそれに 応 

える活動であ り、 また、 普段このような 研究集会に参加できにくい 小中高の教員達への 接触を 

強める視点からも 支援体制を強化すべきであ る。 

(3) 研究会活動 
今年度は以下のように 第 32 回研究会がら 紬国 研究会まで 3 回の研究会が 開催された。 

第 32 回 2 皿 2/6/22 テーマ : インターネットによる 遠隔 ; 轄 義一未来志向への 魅力と課題 一 

( 東京早稲田大学 )  26 名 (26 名のうち会員 22 名 ) 
第 ㌍ 回 2002/10/12 テーマ : コンピュータの 利用は脳の働きにどのような 影響を与えているか 

一発達と教育および 河西科学の立場から 一 ( 東京杉並 会慣朋 71 名 ( 内 会員 30 名 ) 

第 ㎝ 回 2003/3/29 テーマウト同調教育とコンピュータ ( 滋 賀県草津立命館大学 ) 40 名 ( 内 

会員 28 名 ) 

今年から ヵ ンファレンス 委員会が企画する 研究会だけでなく、 名研 研究部会の企画による 研究会 

も、 基本的に「 C 圧 C 研究会」として 位置づけ、 どの研究会においても C Ⅱ C が実施していること 

を参力 は者に明確にすること、 事務局の準備をスムースに 行 う こと、 会員拡大を積極的に 進めるこ 

と、 などを日指した。 そのことに伴って 非会員の研究会参加者から 参加費を徴収することになっ 

た。 なお、 会員から要望の 多 し ㍻ 究 会のストリーミンバ 配信は市如才課題のまま 残されたが地方開 

催は ついては前進した。 

2, 却 03 年度事業計画 

(D)2003% カンファレンス 

この ヵ ンファレンスは プ u 用地域で行われる 初めての ヵ ンファレンスであ り、 九州 PCC も兼ねる 

企画となっている 0 全体会では特別講演として、 村上陽一郎氏から「情報教育の 目指すべきもの」 

と題して、 教育や管理としてのコンピュータの 背後にあ る問題を指摘していただくことになって 

いる。 また、 シンポジウムはテーマを「情報教育、 2 ㏄ 3 年以降のゆくえ」として は - ドの方々か 

らなるディスカッションを 予定している。 

パネリスト : 辻 慎一郎氏 ( 鹿児島県三島サリ・ 立 三島小中学校教諭 ) 、 廣原 俊一氏 ( 鹿児島県国分市立 

青葉さり、 学校 : ま久 諭 ) 、 大橋真也氏 ( 干葉県立東葛飾高校教諭 ) 、 川合 慧氏 ( 東京大学大学院総合文化 

研究科教授 ) 、 生田茂氏 ( 東京都立大学大学 睨 工学研究科教授 ) 、 司会・コメンテータ 赤堀 侃 同 

氏 ( 東京工業大学 孝舛完 

また、 今年の PC カンファレンス、 は、 各研究部会のプロジェクト 活動のなかで 企画するシンポ 
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- ジウムなどが 多く組まれるのも 特徴であ る。 

22) 地域 ヵ ンファレンス 及び地域研究会の 取り組み 

前年度報告にもあ るように地域カンファレンスは、 今後の CIEC 活動を位置づけるうえで 極め 

て重要な取り 組みであ る。 何よりも CIEC の理念であ る、 幅広くコンピュータ 教育の成果を 普及 

するには、 各地域に根ざした 取り細み 力泌 ， 要 となる。 その視点から、 これまで以上に 九州、 J む 鹿 

道の PCC を支援することが 求められるし、 また、 他の地 ま ・女での可能性についても、 追求すると㏄ 4 

年度の田カンファレンスは 関西地域で開催することが 固まっているが、 関西エリアには CIEC 

会員も多く、 日常の活動力斗責み 上げられれば、 20 ㎝ 托 C を機会に地域カンファレンスを 組織する 

ことが期待されている。 また、 東北地域での 研究会も今後積極的に 進めることが 望まれる。 

(m) 研究会活動 
1) ヵ ンファレンス 委員会が企画する CTEC 研究会はこれまでと 同様、 多くの参加者の 興味と要求 

をできるだけ 扱み 上げ、 幅ムい テーマにも配慮した 内容となるよう 努力する。 

2) 会員からの要望に 基づく研究会企画を 実施するためにも、 カンファレンス 委員会メーリングリ 

スト (con め砲 ciec.or. 加 ) を活用した活動を 積極的に進める。 
3) 各研究部会から 出されている 研究会 鋤棉 十回希望をすべて 実施することは 現大 では難しいが、 

研究部会毎に 実施回数を決め、 内容を糊 襄 した企画の研究会が 開催できるよう 取 i) 組む。 

4) ネットワークを 活用した遠 @ 研究会や研究会そのもののストリーミ ング なども、 ォ力持的な問題 

力 汝弟に解消されているので、 カンファレンス 委員会とネットワーク 委員会との協議を 進めて、 

早い段階で実施に 向けた取り組みを 開始する。 

引力ンファレンス 委員会体制を 強化したことによる 様々な活動への 取り細みを、 3 域に再出 ぬ 叢 しっ 

っ 、 会員自体の研究会 ( 他から講師を 呼ぶスタイルの 研究会ではなく、 同じような 関七 、 を持つ 

会員が集まって 研究会を開くこと ) も 加末 して、 その特徴が発揮できる 活動へ強化することが 

望まれる。 

[ 会 ; 謂 編集委員会 ] 

丁 コンピュータ & エデュケーション ] 誌は、 これまでに 14 号 ( 創刊準備号を 含めれば 15 号 ) 

を刊行することができました。 いまや本誌は 、 肘 タ % りには CTEC の 顔 として、 また対内的には 会員 

の 相互交流の場として、 重要な役割を 担うよ う になりました。 

1.2 ㏄ 2 年度流動報告 

㈲会話 12 号 (2002.5.) 、 13 号 (2002. Ⅱ． ) の発行 

金諾 12 号 (2 ㏄ 2.5.) 

  巻頭インタビュー 「アリアドネがひらくインターネットの 未来」二木麻里さんに 聞く 

  特集 「インターネット 社会とイン、 ンデント : 教育利用の保全対策と 配慮 目 

座談 き会 「インターネット 社会とインシデントー 教育関係者に 求められているもの - 」 

( 論文 ) 5 本 
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会誌 13 号 (2 ㎝ 2,11.) 

・ CIEC 会長挨拶 

・巻頭インタビュー「 デ、 ジタルメディアの 現在 - 」服部桂さんに 聞く 

・特集 「計算機と数学教育」 

( 論文 )  5 本 
・ 2 ㏄ 2POC 報告 4 本 

・活用事例 2 本 

・論文 8 本 その他 

(2) 編集体制 
査読 体制の確立に 向けて 査 読の基準のガイドラインを 作成し、 査 読者による個人差がないよう 

に配慮しています。 投稿者にたりする 懇詣け 丁寧な 査 読もあ り、 査 読を通じた研究交流も 成果とし 
てあ げられます。 

会員によって 支えられる会誌ということを 考慮し、 査読 にかんして編集委員だけでなく、 会員 

にもお願いしてはとうかという ; 輯命 なしてきました。 当面、 理 宇 にお願いすることもあ ることが 

が 繍仏されています 0 

2.2 ㏄ 3 年 活動方針 

㈲会話 14 号 (2003.5.) 発行 

・巻頭インタビュー 「インフォアーツとは 何か ? 」野村一夫さんに 聞く 

，特集 「キャンパス ，インテリジェント 化の未来」 

座談会「教育現場からキャンパス・インテリジエント 化の未来を考える」 

( 論文 ) 5 本 

  報告 1 本 

  活用事例 2 本 

  論文 5 本地「私の意見」など 

会話 15 号 (2 ㏄ 3.11.) 発行予定 

・特集企画案 

タイトル「未来を 切り 拓く 新しい教育，学習コンセプト (or 学習哲学 ) 」 ( 仮葉 動 
Cm ㏄は教育団体であ り、 さまざまなコンピュータ 利用教育の実践は 新たな教育 = 学習の 

場を創造するも のであ ると思う。 そこで、 教育三学習の」㎎ 倫 ・考え方に焦点を 当てて、 い 

くつかの考え 方を紹介しその 意義と課題を 示すことで、 教育実践への 問題提起を行 う 。 
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(2) 編栗 体制と誌面構成 

これまでの編集体制と 誌面 帯 成を基本的に 踏襲していきます。 年々投稿数も 堪え ( 昨年度は 

23 本 ) 安定発行されてきて、 、 ます。 日本学術振興会の 学術定期 干 lJ ク 干物補助ク 7 Ⅱ @ も考え，欧文 
上措 絡を高めることが 審査が有利になるためロ 木 言剖 坂は従来どおりで、 英謂坂と 英文論集発行の 町 
皓 比を ヰ錦す していますり 今後の会 詩 編集を考えても 投稿規定、 および、 執筆要綱の英 茗酎 坂は必要 

があ るため、 本年度、 14 号より喝破しています。 

また、 編集委員会だけでなく 編集委員会メーリングリストで㍉ 頻繁に意見交換をし 学術的側面を 

保持しながら、 多様な誌面構成を 追求していきます。 

(3) 15 号以後の出版について 

1 ㏄ 9 年に交わした 柏 古事との覚え 書き有効期間が 2 ㏄ 1 年 -% 満了したため 2 号 分 延長し本年 5 
月末、 14 号発行で契約が 終了。 15 号以降の出版について 編集・印刷，販売委託について 品質、 

費用、 流通面など検討しきちんとした 形で出版、 流通、 宣伝してもらえる 出版社、 数社と交渉 

の 結果、 東京電機大学出版局に 制作・印刷、 発売をお願いすることとしこれを 椴によりいっそ 

30 誌面の充実を 計りた いと ． 思 います。 

卜ッ トワーク委員 剣 

1. 2 ㏄ 2 年度活動の振り 返り 

2 ㏄ 2 年度は 、 次の (1)(2) の方 釘 ・を立てて活動しました。 それぞれについて 報 古します 

㈲ホームページをリニューアルし、 維持管理体制を 整えます 

ホームページの 構成とデザインまで 含めてアウトソーシンバすることになりますが、 管理責任 

は本委員会にあ ります。 作業担当グループおよび 事務局と連携を 取りながら、 会員の利 m 価値 

の 高い、 情報提 - 快力のあ るホームページになるよう 努めます。 

ヰ 作業担当グループ ( 宿 人 、 末永 :  2 ㎝ 2 年度からネットワーク 委員 ) によって、 全面的に 
改訂された新しいホームページの 案 血 
が示されています。 作業担当グループが㎎カンファレンスのぺ ー ジも担当していることから 少 

し 遅れ知床ですが、 今夏中には新しいホームページに 切り換えることができるものと 思われま 

す。 

(2) メーリングリストの 維持管理   材 剤を整えます 0 

1) ホームベージの 作業に含めてメーリングリストの 維持作業も タ ト部に化 邨貞 しますが、 メーリン 

グリスト 諸ど ; のルールなどについて、 本委員会で検 言 すし会員の旅 肝 Ⅱ、 利便性、 学会としての 

発展、 社会貢献などができる 限り並び立つような 運用に努力します 0 

づ メーリングリストも (1) の作業担当グループに 作業をお願いしています。 CI ㏄小勝局の担 

当者と協力して 作業力 泄 められ、 予定された作業はほほ 完了しています。 この作業を支援する 
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ために、 ネットワーク 委員会で， 

， 口 L におけるコマンドメールの 他い方 」 ( 会員向け ) 

， 口仁 設定 オ緩 Ⅰ 

・け山設定マニュアル」 

を作成しました D また、 Ⅱ L 言失 テ ヒ才 旨 弁士」に従って ロ 仁一姉日を作成しました 0 

2) さらに、 田 カンファレンス 実ァ 千 委員会や大学生協の 委員会とも連携を 甫 朱 くし、 ネットワー 

ク利用の拡大，充実を f 黄 梅 的に進めますっ 

づ 2003 年は、 ネットワーク 委貝ク ) うち数名が 円 カンファレンス 実行委員会に 参加しており、 

十分な連携が 得られています。 米年度以降については、 ォ如 Ⅵ的な蓄積を 活かせる安定した 仕る。 且 

みを構想する 必要があ りそう てす 0 

2. 2003 年度は 、 次のような方針のもとに 活動します。 

(1)  新しいホームページの 改善・充実に 努めます。 

新しいホームページを 袋 制し会員からご 意見・アドバイスを い ただき、 さらに改善充実 

につとめます。 

(2)  メーリングリストの 安定した維持管理体制の 確立に努めます。 

ぬ iinm 、 talk 軋 などの新しい 止の運用を開始しますので、 仝までの ciec 軋 以上に利 

円 され『会員に 喜ばれるものとなる 26 、 努力します 0 

その他、 新しい活動として、 次の 2 つ る 2 ㏄ 3 年度の検討課題とします。 

  メールマガジンの 創設について、 事務局とともに 検討しますリ 

  ストリーミンバ 配信について、 Cm ㏄独自でサ ー バを持つことも 視野に入れて 検討に入りま 

す 。 なお、 2003 ㏄カンファレンスでは、 現地実行委員会メンバ 一で、 鹿児島大学のサ ー バを 

使用し、 全体会の講演と ，ン ンボジウムならびに 開催地企画の 、 ン ンポ・ジウムのストリーミンバ 

首引言を実施することを 計両 しています。 

[ 国際活動委員会 ] 

(1) 2 ㏄ 2 年度 Cm ㏄総会の方針を ぅけ 、 C 旺 C の学術研究団体としての 特徴を発揮するため、 運営 

委員会内に「国際交流具体化のためのプロ、 ジェクト」を 置き、 Cm ㏄と今後、 学術的な交流・ 協 

同を発展させることが 見通せるような 海外研究団体、 および、 こうした研究団体を 基盤におく 

研究者 ( チーム ) との交流のネットワークつくりを 進めることにしました。 

(2) 具 せ相句 には、 新潟大学の小林昭姉地車を 委員長とする「 @j 際 交流其体 ィヒ のためのブロシェク 

ト」を発足させ、 2 ㏄ 2 年度は艮野次学の 和田勉理事、 早稲Ⅲ大学高等学院の 橘 孝博 先生を委 貝 

として選任し 今後必要に応じて 委員を追加することにしました。 
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2 ひ り r3 年度 C 拒 C 足切 紛 会話凍害 

(3) 「プロシェクト」の 最初の事業としては、 2 ㏄ 3 年㎎カンファレンスにおいて、 「国際交流 

企画海外からのゲストスピーカーを 招いての 護 剣を企画することになりました。 この特別 

企画では， AsP 麒 ( 無 i 飢 PhysicsEducationNetwork  アシア物理教育ネットワーク ) の事務局 

長 であ る Prof, 剖 ㎝ 五 ㎏ zolini 氏を講師として、 授業効果を高めて 従来型講義を 改善する 演 
示 実験やコンピュータ・マルチメディアの 活用 測は ついて講演を 行うことになりました。 

(4) 2 ㏄ 3 年度の方針としては、 今Ⅱのような「国際交流企画」をさらに 多くの研究団体との 交流 

を 追求しながら、 引き続き発展させるとともに、 文科省の科研 費 申請に適合させるための 内容 

や、 芋 前の討画を立案することも「プロジェクト」を 軸に検討したいと 考えています 0 
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2003 名 度 C 后む 定刻総会議決 事 

2. 2002 年度プロジェクト 事業報告 

[ 外国語教育研究部会 ] 

倉 殿後 3 年目を迎えた 2 ㏄ 2 年度の覚国 ; 腰文荷研究部会活動 は 、 プロジェクト 研究予算のもとで、 C ㌃㎜Ⅰ 

書籍の刊行と 第 5 回目となる研究会が 主たる活動であ った。 

CIEC に は 、 その中でも最先端的なコンピュータ 利用のタ % 轄吾 教育・学習の 研究や実践活動をしてきている 
会員が多 い ので．そ う いった会員の 研究・実践の 成果を評価 版 ① - № M@. こして刊行し 大きくはロ本の 外国語 
教育改革の一助となるべく、 寄与したがと 考えた。 これまで タ掴輻 韻文 育 ・学習という 枠組みで出版されてき 
たものの数はまだ 少ない状況であ り、 大きなインパクトを 与えるものと 推測された。 具体的な関連テーマ ( 含 

ケース・スタディ ) で未発表原稿を 公募し第三者を 含めた評価者たちが 客観的な審査をした 後、 部会世話 

人を中心とした 編集者たちが 編集作業をして、 内容の充実した 実践ハンドプ ック 型の評価 版朕 R ㎝を刊行す 
ることになった。 

公募開始は 2002 年 5 月中旬であ ったが、 完全原稿 呈 出の締め切りが 9 月 13 日であ ったため、 大半の会員 

が 夏休み中であ ったことも影響したのか、 集まり具合が 予想以上に悪く、 W0 月末まで延長せざるを 得なかっ 

た。 しかしながら、 その結果、 11 点の原稿が集まり、 予定していたおおよその 数に達した。 一 原稿につき 2 

名の評価委員が 溶 観 的な評価シートを 用いて、 問題点の指摘をしながら、 総合的な評価をした。 さらに、 世 
請人メーリンバリストを 通して、 採否この 沌定 と言 叙対 及いか報告扱 い かなどの区別作業をして、 最辛鮎勺 な掲載 

原稿を決定した。 その後全ての 原稿について、 各著者に不明瞭な 表現や軸のき T 正も含めて修正してもらった。 

その後、 h 佳 № rd ファイル上で、 スタイルの 統 - を 図り、 そして電子文書として 定番となっている 使 Ⅰ ぬ at 
R ㏄ 億 r 円 F 化の作業をした 一方、 ㏄化㎝の表紙デザインなども、 事務局の全面的なバックアップを 得て、 決 

定 した 0 その結果、 論文 3 点、 実践報告 4 点、 その他 2 点、 ソフトウェア・ 製品レビュー 2 点、 そしてデモ， 

プロバラム 2 点から構成される CD@ 又 ㎝書籍 ニ 最新外国語㎝ 比の研究と年報 珂 (IS 例 4421112 叩 ㌃ 3) が 2 ㏄ 3 
年 3 月に刊行できたのであ る。 また、 同時に CIEC としては初めての 試みであ るプリント・オン・デマンド 

版も作成して、 1 ㏄ 冊 だけではあ るが、 通常の書籍 佃 ㏄ 版 ) にもなった。 ここに改めて、 事務局担当者、 世 
話人各位、 そして寄稿者各位にお 礼を述べたい。 

研究会は、 ㏄ ヵ ンファレンス 委員会主催で 外国語教育研究部会共催の 第 餌回 CIEC 研究会として、 2 ㏄ 3 

年 3 月 29 日 吐 ) 午後に立命館大学びわこくさ つ キャンパス ( 滋 賀県 草ゴ註市 ) で開催されたが、 これはまさ 
に 皿鴬 M 書籍完成とお 披露目を兼ねたものであ った。 従って、 研究会参加者にはお 土産として㎝ 又 ㎝書籍 

が無料提供された。 研究会のテーマは「覚国語とコンピュータ」で、 松本青地底 ( 愛知淑徳大学 ) の「コン 

ビュータ利用の 外国語教育 二 その課題と 可奇き ヒト」の盛りだくさんの 内容からなる 講演後、 休憩時間を挟んで 

№町に㏄ ntent 劫 thorPresto のポロイト と デモンストレー、 ンコ ンをしてもら つた 一方、 C け Ⅲ㎝書籍への 寄稿者 
の中から 3 名に依頼して 最新情報を報告してもらうスタイルの 研究会となった。 報告では、 時間力布Ⅱ 限 され 
ている申で、 佐野洋瓦 ( 東京外国詰大学 ) が「 ESP, 適合の教材コンテンツを 実現する喜平 ミぎ 教育支援・ンステム」 、 

徳永あ かね 氏 ( 神田タト 語 大学 ) が「覚国人留学生のための CA 比 クラス」、 上村隆一氏 ( 北九州市立大学 ) が 
「㏄ k 打 ㎡㎎の研究・ 開発動向と タト 国語学習」と 題し各々① 叩 ㎝書籍に執筆された 内容に即して 有益な情 
報提供をしてくれた。 また情報交換コーナ 一の設けたと 共に、 大学生協 と カシオの協力を 得て、 最新電子 辞 
書の コーナーを設け ，参加者への 便宜を図った。 当日参加申し 込みの方も含めて 32 名 ( 内訳は大学教員 28 

名、 高校教員 2 名、 企業 他 6 名 ) の参加者があ り、 この時期の地方開催としては 成功した研究会であ ったと 

息う 次第であ る。 詳しい研究会報告は ヵ ンファレンス 委員会がまとめており、 そちらを参照されたい。 

( 文責野澤和典立命館大学 ) 
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2003 年度 c 后 C 定例 雙婁錨 狭き 

[ 小中高部会 ( 研究会 )]  -  初等中等教育の 情報化に関する 研究 - 

小中高部会では、 20022 年度に 3 回の研究会を 開催した。 テーマ、 報告者、 ll 時、 場所、 参加者数な 
どは、 下記のと お l) 。   
◆ CmK 小中南部会第 11 国研究会 
テーマ 「 図梢官 というメディア 一 情報教育と図書館の 関わり 一 」 

報告 

日 時 2 ㏄ 2 年 6 月 8 日 13:3 帖 17:30 

場所大学生協会館 202.203 会議室 
参加者行客 ( 司書教諭の参加 多魏 

司 会式 沢護 ( 神奈川県立厚木蘭 高樹 
1. 「情報教育、 メディア教育、 ，学校図書館教育のか J キュラムとその 身 ; ほ出 

一 それぞれに構想されているカリキュラムを 概観し、 その射程 ( スコ一刀を分析した 上で、 三 

者の統合の可能性を 探る一 

森田 英 嗣 ( 大阪教育大学 ) 
2. 「 1 は in 臣ト ㏄ l Library 」 

一図 古 室から学習情報センター、 メディアセンター ，㍉， 掛 交情報化、 言 l: 酵妬 命の情報 イヒ を切りけ 
に 考える一 

瀬Ⅲ 良明 億ヒ 、 海道教育大学 ) 

◆㎝㏄小中高部会第 12 回研究会 ( 人間工学会 モ ハ イ ル人間工学研究部会 共 Ⅰ㈲ 
テーマ 「ケータ イと 学校教育」 - モハ イル ツールの 町 首号 はト 
報 井 

口 持 2 ㏄ 2 年 10 月 26 口 13:30-17:3G 

場所大学生協会館 201 .202.203 鎚 
参加者 45 名 

司 会山田 祐仁 ( 京都Ⅱ : 芸観孫佳 大学 ) 

1 「 J-PHONE  CRS に 支，ナ する取り組み」 
、 ジェイフォン ( 株 ) 総涌 寿郎 CRS グループ担当部長佐々木秀明 

2. 「携帯 屯 話の教育における 活用事例の紹 ィ Ⅱ 

、 ジ エイフオン ( 株 ) 東海支社闘技 良 

3. 「お 雛芋 ; む 話を活用した 静岡県の先光軸 肪 包装展開」 
モビキ タス・ネットワークをめさし 亡 
静岡県企画部情報政策室河井孝仁 

4. 「いつでも、 どこでも " コラボレーションをめざして」 

づ 素踊地 岡 協同設計教育における 携帯電話の利 肚 
京都工芸繊維大学博士後期課程松本裕司 

5. コメント 池上健男 (W 社 ) 電 寛通信事業者協会 ) 
政派 護 ( 神奈川県立厚木市高等学 樹 

Ⅱ 困博 ( 広 / 語国際大学 ) 
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200 タ年度 c 肚り 定刻総会議決 事 

◆ CIEC 小中高部会第 13 回研究会 
テーマ : ケータイと学校 酵 欠首 p 打佗 - ケータイから 読み解く現代の 学校教育 - 

報告 
白 時 2 ㏄ 2 年は月 14 円 吐 ． )  13:30-17:30 

場所大学生協会館 

参加者 31 名 
1. 講演 : 「携帯電話と 社会 - メディアの中の 子どもたち」 
月傲 大判 ヒと 余年増 倍 富田 英典 氏 

2. 報告 : 「学校教育の 中でモバイルツールの 町 拙生を探る」 
千袋 県 柏市立中原， 惰 的便 梅津健志 氏 

全ての報告は C 正 C の㎎ b ぺージ上に公開している。 上記のうち 1 1 回、 1 2 回は既に記載されている 

が、 1 3 回については 現在準備中であ る。 ・ ぼ話ノ Ⅰ会では、 これら研究会での 報告や言読会された 内容を活か 

すために、 高等学 佼 情報科で活用できる 副読本の執筆を 計画している。 

また、 CIEC での全ての 7% 発会開催は、 2 0 0 3 年度からカンファレンス 委員会に統合されているので、 上 

記の 1 3 回をもって小中高部会主催の 研究会は終了した。 

[ 小中高部会 橘孝博 ( 早稲田高等学院 )] 

[ 小中高部会 ( 情報教育授業支援・ 学校訪問 )] 

9 月 4 日 小中高部会世話人会 

情報教育授業支援の 方法がネット 上での支援ではなかな 力 浸透しない現状を 鑑み、 

「 り 、 中 教員向けの 木 」 ( 学校のコンピュータを 使うための支援 本 ) を作成していくこと 

とした。 

10 月 12 日 小中高部会世話人会 「小中教員向けの 本 」執筆 計 画の f 錦十 

11 月 30 日 一 12 月 ] 日 小中高部会Ⅱ、 中 教員向けの 本 」 音嘩 内容の中 鋳寸 

12 月Ⅰ 1 日 ，学校訪問 麹町中高学校 

¥2  月 14  日 小中高部会田活人会 学キ好 方 問の実施報告 

「小中教員向けの 木 」執筆内容、 執筆者の ヰ飾寸 

1  同 11  日 小中高世話人会 「小中教員向けの 本 」執筆者及び 編集者の検 承 r. 出版社の検討 
2 月 2 日 新婦 澗 都立大学附属高等学校 

2 月 15 日 「小中教員向けの 本 」執筆編集会議 

執筆内容の倹 討 ・車 / 箆 分担について 
3 月 お日 小中高世話人会 「小中教員向けの 本 」出版社 は ついて 

4 月 2 口 出版社との打ち 合わせ会 

・都立大学附属高等学校訪問 (2 月 4 日英刮目 は ついては、 se 哩 -ps- ㎡軋にて公開。 

  ㏄カンフアレンス 2 ㏄ 3 において小中高部会の 活 風持 毒舌として、 発表子息 

  「小中教員向けの 本 ( 仮称 ) 」については、 秋に出版予定 

[ 小中高部会 奥 m  賢一 ( 竜王町立竜王小学 樹 ] 
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8003 季 度 C 石じ 定刻 解 会議決 婁 

[ 小中高部会 ( 教科「 情 幸町副読本ワーキング   )] 

1. プロジェクト 事業の成果公表について 

却 03 年度 20 高等学校Ⅱ吉報科」の 実施に向けて、 一昨年度はⅡ 青報 A 」を村家にした 副読本 ( 教 

科 L 情 幸町実習へのフライト ) を作成・出版した。 本 プロジェクト [ こおいては、 第二弾として「情報 B 」 

「情報 C 」に焦点を当てた 副読本作成の 検討を行った。 内容 ( 目次条 ) は次の通りを 予定している。 

，ネットワークとコミュニケーション 

  メディアリテラシー 

  """" 

  コンピュータサイェン ス 

・情報 イヒ 社会の光と影 

そして、 将来的に高等学校と 大学において 問題になっていくであ ろう「大学 2006 年間 是 酎を検討し 

た。 今後は、 その成果を 2 ㏄ 3 年， ， pPC カンファレンスにおいて 報告 し 、 出版に向けての 執筆・編集作業 

は 引き続き ヰナ 年度も継続する。 

'   。 表 予定 "" 
プロジェクトにおける 問題点の分析， 整瑚 ・二ついては、 今年 皮 02 ㏄ 3 年 PC ヵ ンファレンスにおい 

て報告する。 出版については 来年春 (2 ㏄ 4 年春 ) を目指して取り 組んで行く予定であ る 0 
[ 小中高部会式 沢護 ( 宇ヰ 消 m 大学高等学院 ) ] 

臼充計 科学教育，学習のための 電子図書システム 開発 ] 

本 プロジェクトは ，著者，出版社等の 許可を得 柑結 Ⅰ科学に関わる 書籍を電子化し グ 潤目することを 目 

的としている． 統 言柄井 学 ，申でもその 理論に関わる 書籍は年月 硝釜世 にも関わらず 普遍的で有用な 知見を 
有しているものが 多い．しかしながら ，多くが実際に 利用されることなく 埋もれてしまっている．また ， 

過去に出版された 優れた教科書等も 時代の流れの 中で散逸してしまっている．一方，近年のネットワーク・ 
情報の電子 イ ㎏ ) 技術の発展により ，だれもが簡単に ，情報の電子 イヒ ，公開が可能なⅡや 兄であ る． 
そこで我々は。 著 イ村差音等の 協力を得． ホ瑚坂 等で手に入らなくなった 斉娃 Ⅱ半学の理論及び 応用に関する 書 

籍を電子 ィヒし 広く社会に公開することに よ り， 統 言柄井 学 の一層の発展と 実社会への普及をはかりたいと 考 
えている． 

本年度は，図書の 電子 イヒ (3 冊分 ) , 検索用プロバラムの 拡張，検索用データベースの 作成を行った．な 

お， 本 プロジェクトの 成果は， hltD:/ 沖 Wi.sci. ヒ ㎎㏄ h ㎞ -u.ac.Jp/ 托 ;bs Ⅴで公開しており ，随時更新中で 

あ る． 

じ 統計科学のための 統合冊 b サイト構築 p し チーム : 宿人 洋 ( 鹿児島大学 ) 、 板倉隆夫 ( 鹿児島大学 )] 

[ 学生と共に作るマルチメディア 英語学習教材 ] 

高速で動画や 音声を配信できるリアルファイル 形式によるビデオ 教材制作 

( サンプル ヨ http: み ㎎ tudio.kuas. ㎏ gos ㎡ 順刊 ・ ac,JP た億ホリ ㌔ 6/8-f6f1o ㎡． r ㎝ ) や、 
J avaSc r i p t ( インターネット 言語の づ 動を使った練習問題ドリル 
( サンプル 斗 htip: ノア ㎎ tudio.ku あ ・ ka 國 s Ⅲ㎎ -u.ac.JD7 面㎏ 虹 78-6//(ql.html ) の制作を ィ 〒 った 。 ビデオ 
教材では、 地元に密着したなじみ 深い題材を用いて、 早留者が自分の 辛 鱗失に 照らし合わせ、 自分の言葉で 者 
えて表現できるように 工夫している。 
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詳しくは、 http: ガ ㎎ tudio.k 胆 s. ㎞ goshinla Ⅱ・ ac.JP ん Ⅱ㎏ Wl パ ℡Ⅱ・ html をご覧ください。 
[ 誰鞘 
作成した遠隔教材は 全 1 2 回で 1 期分と考・えている。 理想を言えば、 学習者は 1 週間に 1 回分一 P チィヒ すると 

いうことになる。 各回をクリックすると 図 2 のメニュ一画面が 現れる。 前半をヒアリンク   練習、 f 射ヒを 読解 

に割り当てている。 具体的には以下のようなメニュ 一になっている。 

(1) キーワード 
「 1. キーワ一円のぺ 一注・こは、 図 3 のように難易度の 高い単語・熟語や 、 前もって知っておかなく 

てはヒアリンバが 体 難になるような 言 制可 が溜 ・声付で表示される。 このぺ ー ジを含め音声は 埋め込み設定の 

メディアプレーヤ 一で再生される。 

(2) ストリーミンバ ，ビデオ 

「 2. ストリーミンバ・ビデオ」では、 メディアと現代文化コースの 学生たちが様々な 地元の題材につ 

いて取材し制作した 英語によるリポート 番組 ( 図 4) 力斗郷思できる。 言うまでもなく、 ビデオ映像はリア 

ル・システムで 配信している。 ビットレートは 90 から 150 № ps で、 フレームは 勿 0X320 ピクセルを指定し 

ている。 

。 " 。 """"" 
「 3. 内容把握問題』はビデオの 内容について、 4 択で 潜 : えるもので、 J 卸 a 鯨 ㎡ Dt による自動採点方式 

をとっている ( 図 5) 。 1 回につき 6 問から 8 問が出題される。 解きながらビデオの 音声を標準モード と 
スロー・モードで 再生できるようにしている。 

(4) デイ ク テーション 

「 4. デイ ク テーション」では、 ビデオ音声のスクリプトを 一部空欄にした 補充問題であ る。 当てはま 

る言 制可 を キーボードでインプットすると、 やはり自動 は ; 点される。 
(5) 全文・全訳 

「 5. 全文・ 奪 別にはビデオ 音声の原稿、 日本語訳、 キーワードを 表示している。 ひと通りヒアリン 

グ 練習した学習者は、 まずはここで 全体の復習、 見直しを行う。 

(6) 解説・設問の 答え合わせ 

「 6 . ビデオスクリプトの 解説・設問の 答え合わせ」は、 私自身がビデオ 映像の中で全文の 解説と設問 

の演習をするセクションであ る ( 図 7) 。 全文・全訳だけでは 分かりにくい 文法事項も丁寧に 解説してい 

る 。 

(7) 読解テキスト 

「 7. 読解テキスト」には、 読解用の長文 ( 図 8) が用意されている。 内容はロックの 歴史やその音楽 

。 。 " ㌻ -" 。 関する英文エッセイであ る。 ネイティブの 朗読がやはり 埋め込みのメディアプレーヤ 一で再 
生できる。 ロックをテーマにしたのは、 楽しく学べるという 点と、 ロックに関する 海外のホームページが 

豊富で、 そこにリンクを 張ることができるという 点を考えてのことであ る。 ただ、 楽しいだけで 終わらぬ 

ように、 

記 - 号 信命 、 構造主義、 か し チュラル・スタディーズ 等の学問的要素を 取り入れ、 教養教育としての 側面も満 

たす 26 努めている。 英文のレベルは 英検 2 級一箪 1 級を想定している。 大方の学生が 薄色し いと 思うレベ 

ルであ る。 意図的に英検 準 1 級 レベルの語彙を 使っている。 
(8) 読解テキスト 解説ビデオ 

「 8, 言崩早 テキスト解説ビデオ・ 設問答え合わせ」は、 ヒアリンバの 場合と同じく、 私自身がビデオで 

テキスト解説をそ〒 ラ セクションであ る。 こちらは、 リアル・テキストとシンクロさせ ( 図 9) 、 板書の機 

能も持たせている。 
アンケートにより 学習者の評価を 菊約したが、 概力 a な務モ であ った。 

旧劇碑文育と 情 拙傲 育の融合の実践的研究会 : 
竹内勝 徳 ( 鹿児島大学 ) 、 板倉隆夫 ( 鹿児島大学 ) 、 頁匡テ畢典良 鹿児島大学 ) ] 
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[Java3D. S 而 ng を用いた自然科学教育のための 数十 4 開発Ⅰ 

これまで、 Jav ゑ アプレットとして 公 制されてきたシミュレーション 教材の多くは、 1 次元かお大元のものが 

ほとんどでⅣ め 上でお 携こ 元シミュレーションを 実現するような 教材はあ まり公開されていなかった。 そこで、 

  接 Ⅹは 、 鯨 Ⅰ㎎ 佃 1 を利用することによ @]i 光触された㎝ 1 環境を促供し、 Ja ぬ 3D 廿 Ⅰを用いて 搬 シミュレ 
ーションも英行可能な 教材の作成を 目指し BH を芭を行い、 それらを解説とともに 整備し 腱 b 上で公開する 

ことを目的としてきた 0 

研究明 l::@ の中 て 、 笈短 七二五振り子の 、 ンミユシー、 ンコ ン、 フーコー振り 子、 万有引力下での 二つの物体の 運 

動、 原始模型の表示プロバラム、 コマの ; 旦華 助などの教材を 開発してきた。 どれも、 3 次元視覚化を 行うことで 

はじめて、 運動のイメー ，ン そよりよく理解することができるものであ る。 また、 これらの - ンミユ レーション 

アプレットを 公開することで、 さまさまなフィートバックを 得ながら今後の 改善、 発展を目指している。 発 

表では、 フィードバックについても 触れたい。 今夏の田カンファレンスにて 発表 予志 

[ 中村泰之 (8 古屋大学情報科学研究科 ) 、 中野裕司 ( 宜畳本 大学総合情報基盤センタ 一 ) 、 

徳永健一㎡ ん 万株式会社 )] 
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3. 2003 年度 CEC プロジェクト 事業計画 

2003 年度 ClEC プロジェクト 事業は、 以下のような 手続きにより 決定した。 

1. スケジュール 

  1 月 7 日 2 ㏄ 3 年度 CI ㏄プロジェクト 事業募集開始 

(nW 目 etler 、 ホームページ、 軋での案内 ) 

2 円 15 日 締め切 t)  プロジェクト 事業申請書 10 件受付 

2 月 22 日 プロジェクト 事業申請審査会実施 

3 月 5 日 再審査該当者回答締め 切り 
3 月 7 日 プロジェクト 事業申請審査会 軋で 最終審査結果確認 

3 月 20 日 Cm ㏄運営委員会、 理事会の議決を 経て、 申請者に回答 

2. 審査結果 ( 概驚 

(1) 10 件の申請を受付、 内 2 件を 4 円 釆択 とした。 

㈹ 8 件のうち、 6) 研究計画概要、 7) 成果の公表予定と 方法、 8) 申請予算額の 内容について、 審 
査 委員より意見の 出された 5 件について再度メールによる 確認調査を実施した。 
(3) また、 申請 受ィ 七彩了った減額同胞 生 に関する事前調査回答も 考慮に入れ、 プロジェクト 事業費 

日己ぅナ 額の ヰ館す をおこなった。 

(4) その結末、 8H, の中 請は ついて採択とした 0 

(5) また、 l@% 内容、 減額措置との 関係で、 l) C 旺 C で具備する備品の㍾ 人 、 2) 部会活動補助代用 

の予備化からの 適用、 3) 次年度プロジェクト 公募に関する 十錦 寸 事項について、 プロジェクト 審 

査会として運営委員会、 理事会に提案することとした。 

3. 2 ㏄ 3 年度プロジェクト 事業申請審査委員会 
審査 員 矢部 正之 に 1 ㏄副会長 ノ 信州 太 

板倉 隆夫 ( 運営委員 / 鹿児島 允 

野澤和典 ( 運営委員 / 立命館大学 ) 

綾 浩二郎 ( 運営委員 ノ 石巻専修大学 ) 
氏沢 護 ( 運営委員 / 早稲田大学高等学院 ) 

億
 
@
 
@
 
兄
 
 
 

事
業
 

@
 
ン
ェ
、
 

ク
 
に
掲
載
 

年
度
プ
ロ
 

ー
ジ
以
降
 

3
 
棚
次
 
べ
 

4
 

以上 

26



2% ヮ 毛皮 C/f 托 定刻総会意凍害 

(1) 学生と共に作るマルチメディア 英 再再学習 孝妨材   

1) グループ 名 ( または研究目的 ) 

国穏傍突 育と情報化教育の 融合の実践的研究会 

2) 代表者 ( 所属 ) 

竹内勝 徳 ( 鹿児島大学 ) 

3) 代表者以外の 研究者 
熊澤興亜 ( 鹿児島大学 ) 、 板倉隆夫 ( 鹿児島大学 ) 

4) 研究計画概要 
鹿児島大学法文学部人文学科メディアと 現代文化コースの 学生とともに、 リアル形式による 地 

域に瞑 ざしたビデオ・リボートを 作成し ろ、 イティ プ ・スピーカ一の 発音でナレー、 ンコ ンをオー 

バーダビンバすると 共に、 J ava 言下 昔 による自動採点 瑚習 問題なども組み 込み、 総合的なマ 
ルチメディア 英語数げを ヰ 苦菜する。 それをネット 上で公開し実際に 鹿児島大学共通教育英語の 

授業で運用し 受講者に単位を 認定する。 さらに、 受 識者にアンケート 調査を実施することで、 

教材の長所、 短所、 受信状態、 ネット教材の 教育効果などを 明らかにする。 

5) 成果の公表予定 

鹿児島大学のホームページで 公開する。 

6) 予算額口 00 山 ㏄ 円 

(2) 流言Ⅱ 斗 学教育・学習のためのデータ 及び解析，ンナリオ 集の作成 

1) グループ 名 ( または研究目的 ) 

紘 Ⅰ科学のための 統合 Web サイト構築 PJ チーム 
2) 代表者 
宿人 洋 ( 鹿児島大学 ) 

3) 代表者以外の 研究者 
熊澤 典良 ( 鹿児島大学、 CIEC 理丁 ) 、 末永勝征 ( 鹿児島 駒 むむ女子短期大学 ) 

。 ' """""" 

絹引 科学教育のためのデータ 及び % 午析 シナリオ集の 作成を行う。 抗言 拝斗 学の教育、 学習には 実 デ 
ータの解析は 必要不可欠であ る。 しかしながら、 学習者の目的に 合ったデータの 取得は、 手間の 

面 でも費用の面でも 簡単ではない。 そこで、 本 プロジェクトでは、 様々な分野の 統計データを 収 

集し一般に公開するとともに、 実際の統 言棚弔 析も実行可能な Web 上のデータ公開システムを 構築 

する。 

5) 成果の公表予定 

現在、 既に実験用サイト http: ガ www.sci よ ㌍ oshi 胆 -u.ac,JP ん血 s/  を立ち上げ。 データの公開 
を 行っている。 完成後は、 CIEC の ト P から利用可能とする 予定であ る。 

6) 予算額 :m ㎝ 田 ㏄ 円 

(3) 留学生のための 科学技術 日 Ⅱ 支 育子 傲育巴 ㎏ arning 化に伴 う コンテンツ制作用テンプレ 

一トの 開発研究、 及び 祠 ㎏ arningobjects うき 信 システムの検証と 開発研究 
1) グループ 名 ， ( または研究目白 9) 

金沢工業大学 細 T-UJ ㏄ 

27



2 ひ ひ 3 年度 C Ⅱ む 定例 辮套窟決ゼ 

2) 代表者 
山本敏幸 ( 窩 Jtl 案大学情報処理センター 研究 貝 ) 

3) 代表者以外の 研究者 
木理 テ 寛子 ( 金沢 ¥ 業 大学修学基五 % 孝 だ干 j 。 課程外国語コア 助串 対露 
深澤のぞみ ( 富山大学留学生センタ 一助音 ぬ完 

4) 研究計画概要 
1. 問題点本来の 旺 ㎏ amlng コンテンツの 発信システムは、 学習者のレベルやニーズを 岱 SeSS し 

て 、 ダイナミックにその 学習者向けにカスタマイズされ だ 早留コンテンツを 提供し、 終了時には 

習得レベルのチェックも 行うというものであ るが、 現実にはまだそのような Leami ㎎ 

玉 ㎞ 館 ㎝ 禽 nt Sysl ㎝ 旧 S) が存在するわけではない。 ましてや留学生のための 神判新付基礎日本 
語 に関する 缶正紅 ㎡㎎コンテンツはまだ 存在しない 0 しかし、 このような 壬 ㎏ 打 rni ㎎コンテンツ 
を具現化できれば、 現在、 申請者 ら力河 @ 物を用いてオンサイト 杉元仁で実施している 留学生のた 

めの 科 Ⅰ済方行基礎日本語教育を、 オンライン形式にして 実際にキャンパスに 来られない国内外の 

学生にも提供することが 可能となる。 

    研窒 亜目亜科 さ 科文 術 基礎日本語に 含まれる語彙、 表現、 演習課題など、 学習者のニーズや 日 

本語習得レベルに 合わせて、 必要な項目を 選んで教材コンテンツを 構成し発信できるような 

巴 ㎏ 打 ㎡㎎システムのメカニズムを 検討することが 本研究の目的であ る。 
本研究の範囲内で 全コンテンツ 内容を作り上げることは 不可能なので、 本研究では 虹 CC や 

㏄ 0 ℡に準拠して 作られた 科ヰぎ @ 術日本語教育用の ヒ amningobjects を 、 ぃち 早く作成するため 
のテンプレートを 開発することと、 出来上がった㎏ aI.ni ㎎㎝ jects をいかにして 本来の 

巴 肋打 ㎡㎎システムから 発信できるようなシステムを 構築することができるかをソフトウエア 

エン・ジニアリンバ 的に考察することに 取り組む 0 

    冊 ヲ拮 十両 パヱ am ㎡㎎㎝Ⅰ㏄ ts をデータベースに 蓄えておいて、 捻 ℡で操るには㎏ ami ㎎㎝Ⅰ㏄ t 
にどういうメタデータを 含ませるかが 要となる。 1 応や ㏄ 0 脚のメタデータ 使用基準に合った 

臆 aming 田コ㏄ ts をショーケース 的に 1 トピック労作成し、 それをもとにして 反 arni ㎎㎝ Ject 
のテンプレート 群を作成する。 データベースを 備えた 臼ぬ ami ㎎システムを 構築し、 J 鮭や JWA 

№ Wlet を使い科学技術日本語教育用のコンテンツの 発信メカニズムを 検討、 研究する。 

5) 成果の穏師走 
㏄カンファレンス 2004  及び国内覚の 教育工学学会㎝ HK 側 ㏄ ，使 ㎝． Sy Ⅱ 妨 us2 ㏄ 4, 
E Ⅰ @eami ㎎ 2 ㏄ 4, S1 ℡ 20 ㎝ ， ℡℡Ⅱ TConference など ) を予定している。 本研究の成果は 他の 
教材コンテンツを 扱う 巴反 @am]i@]g システムにも 応用可能なので、 h Ⅲせ り T. C 打 ㏄・ L ㎎などの 
㎏ 荻 ㎡㎎㏄ 五 ㏄ tR 叩 ㏄ 巨 ories サイトにも登録したい。 また、 本研究の成果であ るシステムを 
使い、 日本 ヴ汐ト 0 円本語学習者にネットワークを 使い学習環境を 提供したい 
6) 予算額 :3 ㏄ 山 ㏄ 円 

(4) 次 ・世代型 e-Learning 規格に基づくマルチモ ー ダル外国許 学 ， 習 教材・の制作 
1) グループ 名 ( または研究目的 ) 

外国語教育研究部会 

2) 代表者 
野澤和典 ( 立命館大学 ) 
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3) ft ヨ ミ考以覚の研究者 
上付隆一 ( 北九州市立大学 ) 、 松田憲 ( 立命館大学 ) 、 吉田晴世 ( 摂 市大学 ) 

4) 研 ， ヲ 七言・ ト両 概要 

米国 ロ幻侍系 機関 Inter ⑫ tional Broadcasti ㎎ Bur 臼 u(IBB) を通じて 捉 供される Voiceof ㎞ だ nica 
のビデオ素材は 教育目的の利用に 限り、 著作権 に抵触することなく 二次利Ⅲすることが 可能であ 

る。 

これらの良質な 視聴覚学習素材をコンビュータ 支援に よ る言語学習 (C 軋りにおいて 存効 に活用 

するには、 デジタルビデオの 編集加工と配信技術、 分散型の肯 巨 力学習を実現するための 体系的な 

コースウェア 構築が不可欠であ る。 奇しくも教育工学力智において、 キ ㎏ 打 ㎡ ng 規格の標準化が 
ヰ卸呂 され、 コンテンツと 学習履歴管理システムそれぞれの 次世代規格 力 巧偽 戊 されようとしている。 

本部会では、 そうした趨勢を 視野に入れながら、 ネットワーク 委員会の協力の 下で、 複数の教育 

研究機関で共同利用可能な 外国語 ( 英語 ) 旺 ㎏ ami ㎎コンテンツの 作成を試みる。 
5) 成果の公表予定 

4 月 CIEC とⅠ 田 とのコンテンツ 利用契約の締緒をした 後、 オ ー サリングノールの 検討に入り、 教 

材開発ワーキングの 会合を開く。 連絡用メーリンバリストおよび 検証用サーバを 立ち上げる。 

5 月 CIEC 事務局ないし 鹿児島大学に 受信設備を購入し 設置する 0 VOA コンテンツを 試験的に受信 

鏑 lMi しコピ 一作成後、 教材仕様を決定する。 さらに、 教材のひな形を 作成する。 第一次編 

集。 ィ @,@F 業をし、 二次利用向けの 素材 W Ⅴ D-R マスターを試作する 0 

6 月 教材の試作をした 後、 サーバ ヘ 置いて、 動作を確認する。 教材評価フィールドテスト (n) 

も 実施する。 

7 円 ド @, 紬丼きる 分り「 し、 レボートをサ 年成する 0 

8 同 2 ㏄ 3 ㏄ C にて中間報告およびデモンストレーションを 行う。 

6) 予算額 :3 ㏄・㎝ 円 

(5) 情報環境支援プロ、 ジェク ト 

1) グループ 名 ( または研究目的 ) 

小中高部会 

2) 代表者 
奥山 螢一 ( 竜王町立竜王Ⅱ 掛匂 

3) 代表者以外の 研究者 

綾皓 二郎 ( 石巻専修大学 ) 、 生田茂 ( 東京都立大学 ) 、 大橋真也 ( 千葉県立東葛飾高校 )   

四 % チ進 ( 東京大学 ) 、 小西浩之 ( 滋 賀県立日野高校 ) 、 下田光一 ( 都立武蔵 高校 ) 、 

武沢謹 ( 早稲田大学高等学院 ) 、 橘孝博 ( 早稲田大学高等学院 ) 、 仲田秀 ( 明治大学 ) 、 

m 田祐仁 ( 京都工芸繊維大学 ) 
4) 研究 計両 概要 

「いつ、 どの教科や総合的な 学習で、 どのように、 使うのか。 」のモデル や、 著イ W 篠や肖像権 の 

法令内容の解釈文、 さらにトラブル 対処法や設定変更のマニュアルなどを 分別する活動を 行って 

いる。 これらは、 平成 1 5 年度中頃 を目安に出版物Ⅰ ( 仮題 )  「明日から学校のコンピュータが 

使える先生になろ う ! 」 一 不安な校内 L 煕 接続もこれなら 大丈夫～Ⅰとして 公朋する予定で 現在 

計画力石 睦 竹中であ る。 これらの活動を 通して， Cm ㏄の活動をより 多くの教職 貝 に広げていきたい。 
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また、 各学校現場の 情報教育の実 ぎ 珪をさらに詳しく 把握するために、 学捷方 @ 朋を実説 芭 する。 

4 月 執筆編集会議 (1 こ % ぼ ; 棉 耕地 H:) 
5 月 執筆編集会議 ( 読み合わせ作業 ) 

6 月 報筆 編集会 襄 (2 次席 7% 思出 ) 判 樹間募集 ( 都内会員木剣 
- Ⅰ 月 編集 鋪襄 校正作 礫 ) 

9 月 編集会議 ( 賭射㍽Ⅱ 宅業 ) 

10  月 出版、 学校訪問 

11 月 学校訪問 

1 月 学校訪問 

2fi 判桶澗 

5) 成果の灸 寒 チ定 
  出版物「 ( 仮題 )  「明日から学校のコンピュータカ 外史える先生になろ う ! 」 - 不安な校内 LANN 

接続もこれなら 大丈夫 ヤ ] として公開 

・学校訪問の 成果はニューズレタ 一等 CI EC の機関誌にて 公開 

6) 予算額 :4 ㎝ 刀 ㏄ 円 

(6) 情報 孝め材 作成プロジェクト 
1) グループ 名 ( または研究目的 ) 

小中高部会 

2) 代表者 
武沢護 ( 早稲田大学高等学院 ) 

3) 代表者以 タト (c> 研究者 
絃皓 二郎 ( 石巻専修大学 ) 、 生 Ⅲ 茂 ( 東京都立大学 ) 、 大橋真也 ( 千葉県立東葛飾高校 ) 、 

奥山賢一 ( 竜王町立竜王」、 ，対対、 小野遊 ( 東京大学 ) 、 小西浩之 ( 滋 賀県立日野高校 ) 、 

下田光一 ( 都立武蔵 高校 ) 、 楠孝 博得・稲田大学高等学院 ) 、 仲田秀 (Wf た 大学 ) 、 

山 m 祐仁 ( 京都工芸繊維大学 ) 

4) 研究計画概要 

0 研究目的 

高等学校門首 報 A 」を対象にした 一教科「情報」実習へのフライト 一に続き、 「情報 B 」、 「情 

報 C 」に 焦凍 、 を当てた読本を 出版する。 

今回のプロジェクトでは、 高等学佼の情報科 せ 互生教員だけでなく、 大学における 教員養成 再 新里 
の 教員および学生をも 対象とし 而 苦学校学習指導要領における 問題点や大学における 情報 2006 

年問題等の解決を 視野に入れた 内容を企画し、 今後の構 報 教育の新しい 方向を提案する。 

なお、 次のような目次条を 計画 中 であ る。 

・目次 案 
卜赤ツ トワークとコミュニケーション」、 「メディア・リテラシー」 、 

Ⅱ 苛呈邸脾 、 汐鰍 、 「コンビュータサイエンス」 、 Ⅱ 吉 射れ ヒ 手上会の 光 と景 %  ぎ 甲 

0 活動内容 

・教材作成にあ たっての研究打ち 合わせの実施 

・作成された 教材をもとにした 実 & 封 受業の実施 
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・読本作成にあ たっての 縞 集会談の実施 

5) 成果の公表予定 

・出版物の公表 

・ PC カンファレンスでの 研究発表 

6) 予算額 :4 ㏄ 山 ㏄ 円 

(7) 田 IL を用いた№ lti-Media 老幼 ソ，の 作成と授業への 適用に関する 実践的研究 
1) 代表者 

森夏節 酪農学園大学 ) 

2) 代表者以外の 研究者 

曽我 聴起 ( 北海道文教大学 ) 

藤澤法義、 梅村 匡史 ( 札 lH) 巳 @. ニ ll% 大学 ) 

3) 研究計画概要 
色 @ini ㎎システムは W 曲技術の採用などにより 日々開発力㍉ 睦 んでいるが、 授業展開を熟 撫 した 

教員自身の手でシステム 開発を行おうとすれば、 未だ機器整備費用が 高価であ り、 開発環境も簡 

使 なものであ るとは言えず、 日常業務の中で 孝財オ 開発の時間を 別 卸斜 fl.tl することもⅢ難であ る。 

本 プロジェクトでは、 オープンで安価なシステムや 機器、 及び 粘軋に 準拠した 鮒 ℡言語を組合 

せ、 教員が一人で 簡単に定常的な 授業実施過程を№ ltl- №Ⅲ a 素材化して、 最終的に教材 ィヒ する 

オー サリング環境の 構築を目的とする。 さらに、 この過程を誰もが 容易に行なえる よ う汎用性を 

高めるために、 ㎝ TI ジェネレータを 作成するとともに、 システムキ 苦 H 築から操作・ 緬架に 至るまで 

の マニュアルもあ れせて作成する。 

具体的には、 授業中のコンピュータ 画面や説明、 板書、 配布資料など、 授業コンテンツを デ ・ ジタ 

ルファイル化し 鮒 1 し ジェネレータを 用いて、 科目の特性に 対応，したコンテンツを㎝ IL ファイルと 

して出力する。 学習者は肚 b ぺ ー ジからこれら 教材を参照することによって、 理解不足の箇所や ォ 受 

業の復習などを 各自のぺ ー スで行うことが 可能になる 0 

また、 本 プロジェクトで 得られる成果は 情報教育のみならず、 さまざまな学習場面に 応用する事 

が可能であ り、 学習へのコンピュータ 活用の一助となるであ ろう。 

研究計画 

4H  . . . . 開発環境の設定 

4 月Ⅰ 月 ・・素材の収集と 暫定 孝財オの 作成、 叢輯謂と 運用 

8 月 ・・・・暫定教材の 評価、 修正 

9 Ⅰ・ j         様々な現場での 活用場面の可能性の 検討 ( 含む現地調 宙 

10 月・   ・・ 中問サ運表 ㏄カンファレンスⅡ む毎 迫を予定 ) 

1 月 -11 月・・ """"'"""""" 。 "" 

12-2 月・・・研究成果の 検討 

3 Ⅰ j         研究成果のまとめ 

5) 成果の公表予定 

環境・システムの 構築方法、 ㎝ エ ジェネレータ、 マニュアルなど 本 プロジェクトの 成果は、 CIEC 

の研究会、 出版物や Web を通して広くな 潤する。 

6) 予算額 :3 ㏄ 田 ㏄ 円 
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(8) 大規模中国言 蠕 苦渋 コ一 パスを利用した Web 中国語動詞 ィ研辛 典の開発 

1) グループ 名 ( または研究 目 自切 

早イ 滴 m 大学 Cross-(Cult 」， lral Dist 蝕 ce ㎏ ami ㎎ 中 ml; 吾 ・ 1@ 会 

2) 代表者 
砂岡和子 桿 稲田大学政治経済学部 ) 
3) 代表者以 タゆ 研究者 
弁明 ( 早 市田大学理工学部助手り 

4) 研究計画概要 

中国語助詞何分析と 生成は現 仲 l 個 語 自然言語処理の 核心であ り、 重点学習項目であ るが、 コ一 

パスを利用した 教育ツールはない。 本 プロージェク ト は北京大学計算 語言 研究升の現代中国語語法 コ 

一 パスが収録する㏄ 万語余の動詞、 形容詞のタバによって 動詞句の属性記述を 標記し、 三次元動 

画，日課・諸索引機能を 備えた Veb 「 ド 国語動詞句辞典を 編纂する。 工程は 

M) 北京大学 コ一 バスの Uniende コード変換 2n 頻度分析による 教育用 制月 動詞句の抽出 3) 貢ぎ 法 屈 
性記述の標記 4) 三次元動画の 件 戊 5) 口訳配信 6) 漢字・かな・ 往昔・逆引き 諸索引機能付加 

7CD Ⅱ ひ l と Web 上での公開となる。 完成作品は世界初の コ一 パス利用中国語竜子辞典となり、 胎 b 上 

で 膨大な動詞句話法情報をサポートすることで 研究と学習および 機械翻訳の精度向上に 大きく 貢 

再議たできる 0 

5) 成果の突 表 予定 
2Q ㎝ ボ ， 3 月 動詞句辞典本体は・ @ ド辮と C レ m ㎝で出版 

( 著作権 は代表砂岡和子、 CTEC プロジェクト 事業であ る 旨 明記 ) 

2 ㏄ 4 年 3 円 動画・日課・ 各種 索 ぢ l 機能支援を膝 ?b 上で公開配信する 
(W ま 公開時は CIK ホームページ 上にリンクを 貼り紹介 ) 

6)  予算額 :3 ㏄． 000  円 
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2003 年度 C 危 む定例総会 援 戎事 

監事 (50 音順 3 名 ) 
全国 書 架 

( 全国大学生活協同組合連合会 ) 

妹尾 聖 一郎 

( 東京大学先端科学技術研究センタ 一 ) 

辻 正雄 ( 早稲田大学 ) 

2002.2003  年度 CECH 役員一覧 

(2002 年 8  月一 20 ㎝年 8  月 ) 

会長 (1  名 ) 

佐 Ⅰ 白 胆 ( 背山学院大学 ) 

副会長 (50 音順 3 名 ) 

松田 態 ( 立命館大学 ) 

@  It@  (@-1@@) 
@  faffi  mi@@} 

個人会員理事 (50 音順 31 名 ) 

青木 曲直 ( 北海道大学 ) 皿 石 綾皓 =JlS ( " 専修大望 
布 ll 祥一 ( 松 蔭女子大学 ) 
一色   ， 司 ( 高知女子大 """") 

指宿 信 ( 立命館大学 ) 

上村 隆一 ( 北九州市立大学 ) 

奥山 鞍一 ( 竜王町立竜王 水 ， 校 ) 

小野 遊 ( 東京大学 ) 

寵 杏 和な、 ( 関東学院大学 ) 

熊澤 典良 ( 鹿児島大学 ) 

小西 浩 2  ( 滋 賀県立日野高等学校 ) 
小市 f; 昭三碑『 潟 犬侍 り 

榊原 正明 ( 鳥取大学 ) 

武 沢 lng.  ;fB,  ( 早稲田大学高等 " 院 ) 

正田 ル ミ ( 燭協 大学 ) 

田中 一郎 ( 金沢大学 ) 

筒井 i", 一 ( 京都精華大学 ) 

，鳥居 隆司 ( 椙 山女学園大学 ) 

仲田 秀 ( 明治大学大学院 ) 

中村 彰 ( 秋 m 大学 ) 

野澤   Ⅱ 典 ( 立命館大学   

原田     を也 (f- 稲田大学 ) 

平井 廣 一口 ヒ 星学園大学 ) 

松浦 興一 ( 鳥取大学 ) 

宮本 裕 ( 岩手大学 ) 
森 夏節 ( 酪農学園大学 ) 

森 直之 

( 東京理科大学消費生活協同組合 ) 

来 下根 は 、 運営委員 

個人会 r 。 WJfl! 」 ; 

吉田 晴世 ( 大阪教育大学 ) 

小林 靖永 ( 京都人生 ) 

和田 勉 ( 長野大学 ) 

団体会員理事 (50 音順 5 名 ) 
泉谷 和明 ( シャープ株式会社 ) 

船夫 
( 全国大学生活協同組合連合会 ) 

大野 清貢 

( 全国大学生活協同組合連合会 ) 

玉屋 善 康 ( 富士ゼロックス 株式会社 ) 

原田 水手 ( アップルコンピュータ ) 
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2003 年度 ClEC 専門委員会委員一施 (2004 年 8 月 ひ ㏄定例総会まで ) 

  ネ ・ソトワーク 委員会 

委員長 @ 倉隆夫 ( 鹿児島大学 ) 

  副委員長 @ 

I 担当役員 l 矢部正之 ( 信州大学 ) 

委員 宮本 裕 

小林 昭三 

鈴木 治郎 

ト部 京介 

  鳥居 隆司 

辰 弓 丈夫 

一色 健司 

  
宿人 洋 

末永 勝征 

中村 泰之 

石野 雅之 

石川 @  保広 

( 岩手大学 ) 

( 新潟大学 ) 
( 信州大学 ) 

( 茨城大学 ) 

( 福 山女学園大学 ) 

( 神戸大学 ) 

( 高知女子大学 ) 

( 北九州大学 ) 

( 九州大学 ) 

( 鹿児島大学 ) 

( 鹿児島大学 ) 

( 鹿児島純小女子短期大学 ) 

( 東京薬科大学生協 ) 

( 全国大学生協連 ) 

( 全国大学生， 協辿 ) 

事務局 I 野口孝 (ClEC 事務局 )   
小野 はる 子 (ClEC 事務局 ) 
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支出 ル ミ ( 独協大学 ) 

湯浅 良雄 ( 愛媛大学 ) 

石川 祥一 ( 松 蔭女子大学 ) 

鳥居 隆司 ( 椙 山女学園大学 ) 

大岩 幸太良   ( 大分大学 ) 

筒井 洋一 ( 京都精華大学 ) 

青木 直史 ( 北海道大学 ) 

橘 章 博 ( 早稲田大学高等学院 ) 

小野 進 ( 東京大学 ) 
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  国際活動 委 貫合 

委員長 小林 昭三 ( 新潟大学 ) 

副委員長 i 

担当役員 l 松田           ( 立命館大学 ) 

委 n  @ 和田     ( 長野大学 ) 

会話 綿集 委員会 

赤間 道夫 ( 愛媛大学 ) 

矢部 正之 ( 信州大学 ) 

  宮本裕 ( 岩手大学 ) 

 
 

橘 孝博 ( 早稲田大学高等学院 ) m 中 一郎 ( 金沢大学 ) 

松浦 興一 ( 鳥取大学 ) 

  
@ 林 増永 ( 京都大学 ) 

  

き田 晴世 ( 大阪教育大学 ) 

統杏 和 引 、 ( 関東学院大学 ) 

中村 彰 ( 秋 m 大学 ) 

中村 宗悦 ( 大束文化大学 ) 
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  l 小野 はる 子 (ClEC 事務局 ) @ 山 陽子 (CIEC 事務局 )   
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200 タヰ皮 CXECc 定例 描 会議決 享 

◆ C I E C 会則◆ 

第 1 章捷副 

第 1 条 木 会の名称は、 CI EC  ( シーク ) とする。 C IEC は 
。 ㏄ uncllfbrImpro ㎎ mentof  Ⅱ㎞ c;ltlo れ山田 ueh ㏄ mpu 比蝿 " の略称であ り、 
日本語訳は「コンピューク 利用教育協議会Ⅰとする ， 

第 2 条年会は、 放 耕 - おけるコンピュータ 利用のあ り方を研究しその 暖 果を普及することを 目的とする。 

第 3 条 本 会は、 前条の目的を 達成するため、 次の事業を行う 

一年度ごとの 篭 会 ， PC カンファレンス、 その他の会合を 開催すること。 
二会 曲 その他の出版勒を 編集刊モ チケ ること 

三州咄ネ ソ トワークを活用した 交流の助を㈱ 註 しその運営にあ たること。 

四 コンピュータ 利用教育に閑心をもっ 人々の交流をすすめること。 

五 すぐれた教育用ソフトウェアの 訓俺 ・普及あ る :, は 開発及 び それに付随する 事業を行うこと。 

六国内タけ㍉ 通達母体との 交流・ 捉携 をすすめること。 

七 その他 本 会の目的を達成するため 適当と認められる 享志 

第 4 条不会は、 事務所を東京報杉並区 和 B13 丁目 30 香 22 号に置く。 

第 2 章個人会員、 同体会員 

第 5 条不会の会 只は 、 個人会員、 団体会Ⅱとする " 

第 6 条偶人会 旦は 、 本金の目的に 黄同して入会を 中込んだ個人で、 理小金の承認を 受けたきとする。 

2. 個人会 甘は ， 本 会の事業に参加し 会 誌の配布を受け、 かっ、 本会の 迎営 に参画する。 
3. 個人会見 は 、 会 億年額 1,00 め円を前納しなければならない。 ただし、 院生・学生 l=  会穏隼頷 3, ㏄ 0 円とする。 

第 7 条団体会見は、 木会の目的に 賛同し協力するため 入会を申込んだま fF 卦 で、 理事会の承認を 受けた者とする。 
2. 団体会見 は 、 本会の事案に 参加し、 会 娃の配布を努 ォ 、 かっ、 本会の運営に 参加することができる ， 

3. 団体会同 は 、 会費年額一口 釦 ・㎝ ( 円以上を前納するものとする。 

第 8 条退会しょうとする 会員は、 手持局に付して 文書によって 意里 ．表示し理事会の 確詔を経て、 年度 未に 退会することが 

出来る。 

2. 会員の中で会費等の 納入を怠った 粁は、 金貝としての 資格を失 う ことがあ る。 
第 9 条不会に付し 多大な貢献をされた 会 Ⅱ ほ ついて、 理事会において 名券 会員として選任することができる ， 

2. 名誉会Ⅱは、 本会の事業に 参 力巾ケ ることができる。 また、 会 詰の配布を受ける ， 
3. 名誉会見は、 会費を免除される。 

第 10 条 コンビュ一夕刊Ⅰ用教育の 発展・普及に 大きく寄与、 あ るいは本会の 活動において 大きな貢献をした 個人会員または 田 
休会見 じ坤し 表彰をすることができる。 表彰規程は別に 定める。 

第 3 章会長、 副会 良 、 理事及 び 監査 

第 11 条 本 会には次の役員を 置く。 

一 会 艮 l 名 

二 副会長 若干 名 
三理が 3 0 名 ノ光 h4 0 名以内 

四 壁 ゆ 3 名 

第は条 会長は． 本 会を f 七表し会務をぼ % き ガる 。 

第 13 条副会長は．会長を 補佐 し 、 会長にて取があ るとき ぼ 、 その 牡 務を代行する。 
5. ， 前項において、 会長の職務の 代行は、 会長によって 指名された副会長力 ヤ 了う。 

第 U 奈 理下は 、 会長の栓盤古のもとに 会務を行 う 。 
美 15 条 監 Ⅲは、 本会の会計を 監査する。 

条 16 条 会長、 副会長、 理事及 び 監事は、 総会において 選出する。 

2. 会長、 朝会長 尺ぴ藍 事は個人会貝の 中 力ら 、 理事は個人会員、 団体会貝の中から 選出する 0 
第 17 条 前斜こ 掲げる役員の 任期は、 いずれも 2 年とし再任を 妨げない。 

2. 補欠の役貝の 任期は、 前任者の残任期 問 とする， 
'. 役 " の任期の終 """" 、 役員改進の栓 会 。 終了時 ' す " 。 

第 4 章 籠会 

第 18 条 不会には、 譲決椴 @@% として組合 6 冊 く " 
2. 套 会は、 会長力 溜集 する 0 

第 19 条 糠 会は、 本会の事業及 び 運営に制する 正要事項を審議が 子号する。 

第 20 条 掩 会は・第 6 条に定める個人会貝及び 第 7 条に定める団体会見の 代表者 1 団体会員 @ 名 ) をもって組綬 チる， 

第 21 条鷺 会は、 定例 奄 合皮 ぴ魑時糖会 とする。 
2. 定例 捷 会は、 年 1 回開催する。 
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2 りロ Ⅰ在庫 C/FCC 定例総会議決 事 

3. 臨時 奇 会は、 会長が必要と 認めた協合，又は 世成員 50 名以上から 肩憩 事を示して請来のあ った場合開催する。 
4. 前項のほ成員からの 請租 - よる 鵠 時機会については．会長は 請求のあ った日の翌日から 起算して 30 日 以内に開催し 

なければならない。 

第四条次の事項は、 定例 牽会 において承認を 受け、 スは観俺 おまされなければならない。 

" ""'";" 璃 "" 
二前年度収支決算及 び 当該年度 4 で支 予算 

" 役員 " 改選 
回 その他 琵会 又は理事会 力泌 、 要と認めた・ in 項 

第 磐余色 会 の詰手の内容 @ 自 あ らかじめ金具に 通知されなけ 拙 さならない。 

第 。 24 条 盆会は、 構成員の @ 0 分の l 以上の出席に よ り成立する， 

7. 前項の、 簗 会への出席とは、 本人出席、 苦西出席、 委任出席とする。 
第お条 寄金における 議 手の決定は、 出席古の過半数の 同意を要する。 

第 26 条特別の事柄あ る場合、 理事会の議に 基づき会長は． 蹄時蓑 会の開催に代えて「通信の 方法に ょ 6% 台」を実施するこ 
とができる 0 

第 5 章理事会 

第 乙条 本 会には，執行構想として 理 町会を置く。 

2. 理事会は、 会長力 雙乗 する。 
第盤 条理小会 は 第 3 条に定める 事莱 並びに収支干 算は ついて責任を 負い、 執行の任に当 60 

2, 理事会は、 会長・割金見及 び 理事をもって 組織する， 
3. 理事会は、 必要あ る場合、 構成員以外の 者の出席を諜めることができる 0 
4. 建部会は、 必要あ る場合、 特別委員を委 螺 することができる。 

第 6 章運営委員，荘官委員会 

第四条運営委員は、 理下として特に 会務を推理する。 

2. 運営委員は・ 理事の中から 珪肺 会 において選出する。 

3. 運営委員の定 数は 、 5 名以上 1 5 名以内とする。 
第 川奈運営委員会は、 理事会の決定にしたがい、 常時執行の任に 当 る 。 

2. 運営委員会は、 会長・副会長 及 二月軍営委 旦 をもつて 紐   it する。 
3. 会長；も必要と 認めた者及 び理 Ⅴは、 運営委口金に 出席することができる " 

第 7 章 専門委員会 

第 31 集古会には、 第 3 条に定める事案 を 1 髭 干するため、 専門委員会を 置くこと ヵ で・きる。 
2. 専門委員会の 粗織及 び 運営に関するは 唄叩は ． 理 小会において 別に定める。 
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第 9 章 事務局 

第 ， 33 条 本 会には、 事務局を設ける「 

2. 事務局は、 全国大学生活協同粗さ ぅ 連合会内に置く。 

3. 宰務 同 じ 、 宇 傍居 描 括を置く。 
4. 前項の職員は、 理事会の承認を 経て、 会長が委賭する。 
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附則 
    この会則は 1 996 年下用 f 日 CI EC 設立総会において 制定し制定の 時がら施行する 0 

2. この会長Ⅲ 31 997 年 8 月 5 日、 一施した。 
3. この 剣 Ⅱは 200 @ 年 8 月 7 日、 一部娃を実施しえ ら 

4. この会見Ⅲ ょ 2003 年 8 月 7 日、 刊 号を，実施した ， 
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刀 03 名庭口 邱 定例 雙 会議決 宇 

◆ C I EC 総会運営規約◆ 

( 牽頃 の 

第 1 条この規約は ， CI EC 会則の第 16 条から第 24 条までの規定にもとづき、 簗会 の運営 は ついて定めるものであ る。 
2. CrEC 会則およびこの 規約に定める 以外の寵会の 退営に閲する 事項で必要な 事項はそのっと 枕金で定める。 
3. CI EC 会則、 この規約お ょひ湘会 で定めた 丁項 のほか、 総会の運営に 関する 亨頃 に ついては、 葉長が決する。 

( 会員の黄 格 承認 り 
第 2 条会員の俺 格 確認は， ClKC 会則第 5 条から第 8 条までの規定にもとづき、 叫務局力陣騰 した会員名簿によって 行う Q 

2    書面詰法曹についてほ 前項を準用する。 

3    出席した会員に 付する委任状についても 第 」項を中用する。 

( 資格 審壷 委員 ) 
第 3 条 会長は前条を 円滑 @- 行な う ため． 理丁で 構成する資格審査委 貝 をおくことができる。 

(     ムひ 敵兵・ 浦走 長の遥任 ) 

第 4 条 会長または会長の 指名した理事は ， C I EC 会則第四条の 皮主要件をみたしたとき、 その数を会場に 報告するとともに、 

掩 金成立の旨を 述べ 俺 会を宣し、 乱長 及 び刊搬 長の選任をはかる。 

儲畏 および % 安見 ) 
第 5 条 滞 長は第 @ 条にもとづき 扶 会の秩序を @ 対 甲し 円滑に迎 営 する。 
2. 串瑛 長は班長を補佐 し許長 に事故あ るときまたは 森長の指示あ るときこⅠⅠに 仕 る。 

( 議案の説明 ) 
第 6 条 技 長の指示にもとづき 妻 案は理事が説明する。 ただし必要あ るとき 譲 長は理事 以タけ ) ものに説明させることができる。 
2. 監査結果については 監事力 絹 説明する。 

3. 役員選挙については 役見違 準規約 : こ もとづき選挙管理委員 力観 @ する 0 

( 一事 イ ;@ 到 
第 7 条否決または 撤回された 描 および勝正案は 同一 耗 ; 会で再帆足出することができない。 
鰍   採択の方 測 
第 8 条採決・採択は 挙手・起立、 投票のいずれかの 方法によるものとしその 都度議長が定める。 

2, 曲面詰 決喪 があ る 拐 合は、 案案 ごとにその 軽否 に加えて採決・ 採択しなければならない。 ( 採決・採択報告 ) 
第 9 条 接 長は採決・採択の 拮呆を報告する。 

伝奏事 妨臼 : 関する 措勧 

席 10 条 跨会鈍 惟中 は 、 私語 無断発言その や 他 礒 事を妨害する 行為 おょひ簿 会の秩序を乱 : すイテあ をすることができない。 
2. 波長は操 会 の 秩 圧を乱すものに 付しては総会にはかり 退場させることができる。 

槻 莉の変更 ) 
第 11 集 この規約の変更は 笘 会 において出席した 会 Ⅱの議決権 の母 半 故に ょ 6% 決 を必， 要 とする。 
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20 ロ 3 年度 CIEE つ 定刻総会話次善 

◆ C l EC 役員選挙規約◆ 

( 穏惧り 

第 1 条この会の舞 会 における役員 ( 会長・ 副会葮 ・理事・監事 ) の 違挙は CI EC 会則第 9 条から 第 1S 条にもとづき、 この規約 
の定めるところによってこれを 行う。 

( 選挙 事 " 。 管理 
第 2 条この規約において、 選挙に閲する 下務は 、 別段の定めがあ る場合を除き、 役員選挙管理委員会が 管理する， 

㏍吏員選挙 世理 委員会 ) 
第 3 条 @ 却 4 選挙管理委員会は、 会員のなかから 理事会の脩私にもとついて 会長が任命した 役員 ; 簗拝 管理委 只 よって部 度 する。 

・ ). f 牡 Ⅰ選挙管理委員 は ，役員 疾 捕者となることができない。 

( 役員選挙管理委員会の 任 劣 

第 4 条 役 Ⅱ選挙管理委員会は、 選挙の期日、 場所および選挙方法その 他選挙に関し 必要と認める 事項を周知させなければならない。 

碓挙 低利 

第 5 条遊学公示は 少なくとも選挙期日の 1 O 日 n 甘迄は 行わ 々 け 柑ゴ ならない。 

拉侯 ㈲ 
第 6 条 艮 祐吾となろ う とするものは．進学公示で 示された受付朝日進 じ 所定の害 式 に必要な事項を 記鼓して役員選挙管理委員会に 
提出しなければならない " 

2. 侯補 昔は、 総会において 選挙力布われるまでの 間，いつでも 立候補を取り 下げることができる - 

( 同体会員の理事 ) 
第 7 条団体会員の 理 憶は ついては、 理事会に 20 帖 萌 された団体会 貝を掩会 において 承 32T 「ることとし 第 6 条を適用しない。 
2. 団体会員の理 班は ついては、 套会 において承認された 団体により指名し 理事会において 確認する。 また、 醜 。   '" 。 
て、 Ⅲ 体 会員の柿色 - より理事を変更する 吻合は、 川傍 会 において確認し 変更することが 出来るものとする「 

。 """" 。 "" 
第 8 条一つの進学において、 会長、 副会長、 理小峡捕者及び 監事候補者として ! ぼ 牛見して 立侯補 - ケ ることはできない。 

(' 珪駝 
第 9 条 統 会は登録された 候補者の申から、 選挙 ケる 。 

,?. 選挙 は 投票に よ るものとし無記名連言 軸 Ⅱに ょ 0 行 う 。 

3. 書面による 投 穏を行う場合は 所定の m 祇により行い、 選挙管理委員会に 提出しなけオリ ざ ならない。 
4. 当選は有効投票数の 順による。 但し．得票 め洞 数の者についてはその 者のみを 肘象 に再椎柴を行い．有力は 票 吏 軟の多い昔を 
当 異人とする。 

5. 登録された 役 ℡ 侯 福者が、 定数をこえない 場合には、 般 葉手を告時して 侯 ? 甫者 金貝を当 3% ノ 、 とすることができる。 

( 当選人の報告 ) 

第 10 条当選入が定まったときは、 選挙管理委貝は 直ちに総会 l     t すして当選人の 氏名を報告 - ダ るとともに．当選入 に吋 して 当 遥の 

旨を通知しなけ WU ざ ならない， 

2. 前項の通知を 発した日から 1 迫間以内に当選を 辞退する旨の 届出がないときは、 当違人は役員に 就任したものとみなす ， 

3. 当選入 が 、 辞退 又は 不適格事由の 発生等に ょ 0 段 ロに 就任しなかった 坊舎には、 選挙管理委員会は 次点者をもって 当選入 

とすること ヵ 守できる， 

( 神 l@ 祀 ) 
第 11 条 役旦 の 珊 ( 欠けた % 台において、 補充選挙を行うときは、 前 各条を逆用する。 
@, ， 第 9 徳 - 定める役員の 定 敦に 欠員が生じたときは、 一番間近に 朋 催される 櫛会 において、 補充選挙を行わなければならない ， 

。 鍵均 

第 Y2 条 この規約は、 桧 会の出席会員の 週半数によって、 その 改座 を行 う 。 
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2 び 0 ・ 3 名 度 C/ECC 足切幣会議決書 

6. C 臣 C 活動報告 (2002 年 4 月Ⅰ 日 ～ 2003 年 3 月 31 日 ) 

2002 年 
4 月 4 日 小中高部会世話人会 

巧日 托 C リーフレット 掲祓 原稿締め 

16 日 地域センター 事務局長会議 

22 日 PCC 早稲田実行委員会議 

5 円 l 口 監 小会 

7 日 開催地企画打ち 合わせ 

g 日 PCC リーフレット、 ポスタ一発行 

11 口 中務打ち合わせ ( 会長・副会長 ) 

13 日 合 誌 Vol ． VZ 事務局一斉校正 

22 日 選挙管理委員任命 /l,CC 開 僻地企画打ち 合わせ 

226 日 2001 年度第 3 回運営委員会 

打日 選挙管理委員会 

30 日 メ 一ヵ 一へ PCC 案内一斉発送 

31 日 合 誌 VoI.12 発行 

6 月 3 日 2002 年度定例総会開催公示 / 役員選挙公示 

6 日 立候補受付開始 

8 日 小中高部会第 nl 国研究会 

18 日 役員立候補諦め 切り 12 : 00 

1g 円 PCC 早稲田事務局と 打ち合わせ 

22 日 第 32 回研究会 /PCC 第 3 回プロバラム 委員会 / ヵ ンファレンス 委員会 

26 日 役員選挙投票受付開始 

29  日 第 2  回大学生協 PCC  委員会 ( 生協企画打ち 合わせ )  /NewslelterNo,28  発行 

7 月 1 日 定例総会資料発送 

6 口 小中高部会打ち 合わせ (PCC) 

l3 日 役員選挙投票受付締め 切り 

20 日 PCC 論文原稿ダウンロード 可 ( 参加申込者 ) 

ra 8 同 口 会誌編集委員会 /PCC 実行委貝金 /200] 年度第 2 Ⅲ理事会 

6 日 2002PC カンファレンス ( 早稲田大字 西早稲田キャンパス ) 

7 日 ・ 2002PC ヵ ンファレンス /C.I ㏄定例総会 /2002 年度第 1 回理事会 

8 日 2002PC カンファレンス 

9 J1  7 日 小中高世話人会 

13 口 事務打ち合わせ ( 会長・副会長 ) 

17 日 ネットワーク 委員会 

21 日 2002 年度第 1 回 運 " 委 兵舎 /PCC 第 3 回実行委風合 ( まとめ ) 

28 日 第 3 回大学生協 VCC 委員会 

30 日 New 鮒 etterNo.29 発行 / 会誌 インタビュー 
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刀竹 年度 C!EE む 定例描金議決 婁 

10 月 12 口 第 33 回研究会 / 小中高世話人会 / 組織基盤 ヮ一キ グ 

19 ト l PC カンフアレンス ， l ヒ 、 海道 

20 [l PC カンファレンスⅡ ヒ海通 / 会 詩編集委員会 / 外 コミセミナー 

25 円 小中高部会第は 国研究会 

1 月 6 Ⅱ 会誌 Vol.13 事務局一斉校正 

16 日 2003PCC 第 l 回実行委員会代表者会議 / 九州 PC ヵ ンファレンス ( 佐賀 大 ) 

17  l@  丸ナ @  PC  カンフアレンス ( ィな窒ゴプ Ⅰ ) 

2S El PCC 第 I 回 実行委員会開催地会議 

30 l@ 会報 Vol.13 発行 / 肘 l 冊部会世話人会 

12 月 1 日 事務打ち合わせ ( 会長・副会長 ) 

/ Ⅱ 外国語部会打ち 合わせ ( 立命館 ) 

14 日 小中高部会第 13 回研究会 

15 円 2002 年度第 2 回遊 営妻 は合 

25  口 PCC  レポート募集開始 /NcwslRlLerNo.30  発行 

2003 年 
1 月 7 日 プロジエクト 事業活動募集開始 

]1 日 小中高部会世話人会 

26 口 PCC 第 l 回プロバラム 委員会 ( 鹿児島 ) 

2 月 d 日 り 、 ll, 高部会学校訪問 ( 部立大学 付 高校 ) 

13 日 学術会議説明会 

15 円 プロジュ．クト 事業活動 l@l し 込み締め切り / 小中高部会世話人会   執筆者会議 

17 日 佐伯会長訪問 

221 日 PCC lT フェア案内送付   

22 日 プロジェクト 事業活動 審杢会   
3 月 8 日 事務打ち合わせ ( 会長，副会長 ) 

16 口 会誌編集会議 /PCC 分科・ 会 レポート採否・ 時間割編成会議 

19 日 レボート採否通知 

20 日 プロジェクト 事業活動審査発表 / 生協職員部会 

2l 日 PCC 第 2 回プロバラム 委員会 ( 鹿児島 ) 

23 日 小中高部会世話人会 

226 ロ レポーター へ 提出要項・時間割編成をメール 送信 

29 日 第 34 回研究会 ( 立命館大学 ) / カンファレンス 委員会 
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